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1．調査結果（総論）
1－1調査の概要
《予測期間》
1996年（調査時点）から2025年までの30年間
《調査対象分野》
調査範囲は下記の14分野（カッコ内は課題数）
①材料・プロセス　（109課題）　　⑥海洋・地球　　　　（74課題）　　⑪都市・建築・土木　（73課題）
②ェレクトロニクス　（74課題）　　⑦資源・エネルギー　（88課題）　　⑫通信　　　　　　　（78課題）
③情報　　　　　（79課題）　　⑧環境　　　　　　（39課題）　　⑬交通　　　　　　　（60課題）
④ライフサイエンス　（94課題）　　⑨農林水産　　　　（84課題）　　⑭保健・医療・福祉　（98課題）
⑤宇宙　　　　　（51課題）　　⑩生産・機械　　　（71課題）　　合計　　　　　　（1，072課題）
《調査項目》
1 ．我 が 国 に とっ て の 重 要 度 4 ．現 在 第 一 線 に あ る国 等
2 ．期 待 され る効 果 5 ．我 が 国 に お い て 政 府 が とるべ き有 効 な 手 段
3 ．実 現 予 測 時 期 6 ．我 が 国 に お い て 問 題 とな る 可 能 性 の あ る事 項
《調査手法》
調査は前回までと同様デルファイ法により行い、2回のアンケート調査により回答を収れんさせた。
（注）デルファイ法（Delphi法）
デルファイ法は、多数の人に同一のアンケート調査を繰り返し、回答者の意見を収れんさせる方法である。2回目
以降のアンケート調査では、前回の調査結果を回答者にフィードバックし、回答者は全体の意見の傾向を見ながら、
各人が質問課題を再評価することが普通のアンケート調査と異なる最大の特色である。回答に自信のない人は多数
意見に賛同すると考えられるので意見が収れんする。デルフアイの名前はアポロ神殿のあった古代ギリシャの地名で
あり、多くの神々がここに集まって未来を占ったとされることから命名されたもので、その手法はアメリカのランド・コーポ
レーションが開発したものである。
《アンケート調査の実施》
（回数） （発送 時期 ） （発送数） （回収数） （回収率）
第1 回アンケート調査 平成8 年 （1 99 6年 ） 8 月 4 ，8 6 8名 4 ，2 20 名 87％
第2 回アンケート調 査 平成8 年 （1 99 6年 ）12 月 4 ，19 6名 3，5 8 6名85％
《回答者の属性》（巻末の参考資料2参照）
（年代 ） （職業）
2 0代 1％　　　 50 代　　　 41％ 会 社員 36％　　　 団体職 員 10％
3 0代 8％　　　 60 代　　 13％ 大学関係 37％　　　 その他 2％
4 0代 36％　　　 70 代 以上　 1％ 公 務員 15％
－1－
1－2重要度が高く評価された課題
全課題の重要度指数（注）の平均は、62．1であり、第5回調査で同様の計算をした場合の64．9から若干下が
っている。分野毎の傾向は、図1－1のとおりであり、「環境」、「エレクトロニクス」及び「ライフサイエンス」の各分野
で重要度が高い。
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全課題平均
重要度の高い上位100課題（表1－1参照）を見ると、課題数の多い分野としては、
分 野 課 題 数
エレクトロニクス 15
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材 料 ・プロセス 8
が上位であり、平均値の高い環境分野は必ずしも多くない。すなわち、環境分野では全体として重要度が高い
が、特別に重視されたものはそれほど多くない。
（注）重要度指数の算出方法
各課題の重要度を「大」、「中」、「小」及び「なし」の4つの選択肢に対し、それぞれに100，50，25，及び0の重み
をかけて、次の指数を設定した。回答者全員が重要度「大」と回答した場合にこの指数は100，全員が「なし」と回答し
た場合には0となる。
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I指　：重要度指数
N★　：重要度「大」回答者数
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：重要度「中」回答者数
：重要度「小」回答者数
：重要度「なし」回答者数
：重要度総回答者数（N大＋N中＋N小＋Nなし）
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今回の調査における重要度上位100課題の特徴を見るために、第5回調査の重要度上位100課題と比較を
行うこととする。
まず、それぞれの100課題を、
①地球規模の環境問題から身の回りのごみ処理までを含む環境関連技術
②メモリなどの半導体及びインターネットなどのネットワークを含む情報関連技術
③遺伝子技術、病気の治療など生命関連技術
④地震その他の自然災害の予知・防災に関する災害関連技術
⑤太陽エネルギーの利用など非化石エネルギーの利用に関する新エネルギー技術
の5つに区分をしてみると次のとおりとなる。
区分 第 6回 第5 回
環境 関連 技術 25 28
情 報 関連 技術 24 10
生命 関連 技術 17 37
災 害 関連 技術 11 9
新 エネル ギー 関連 技術 11 6
その他 12 10
注目されるのは、情報関連技術が大幅に増加し、生命関連技術が減少していることである。また、新エネルギ
ー関連技術も増加している。
①環境関連技術は全体として数は変わっていないが、内容を見るとリサイクルしやすい製品設計概念の定着、
プラスチックのリサイクル技術の実用化などの「リサイクル」関連技術が9課題（前回4課題）と増えている。一方、
二酸化炭素固定技術、フロン・ハロン代替品の実用化等の「地球環境」に関する技術は7課題（前回13課題）と
減少しており、環境関連技術としてより身近で具体的な取り組みが重視されるようになっていることが示されてい
る。
②情報関連技術については、セキュリティーの高い次世代インターネットの実用化、プライバシーや機密が保
護されるネットワークの普及等の「ネットワーク」システム技術が12課題（前回2課題）、256ギガビットメモリの実
用化、10ナノメータの寸法のパターンの量産加工技術の実用化等の「半導体等」関連技術が11課題（前回6課
題）と共に増加している。この背景としては、前回調査以降の5年間に我が国を始め世界的にインターネットが急
速に普及し、サービスの多様化、安全性の向上などが強く意識されるようになってきていることがあると考えられ
る。
③生命関連技術については、がんの転移を防ぐ手段の実用化等「がん」関連の課題は9課題（前回10課題）
とあまり変化はないが、アルツハイマー型痴呆の治療等の「脳」関連課題が100課題中1課題（前回8課題）と減
っている。これは、前回調査でアルツハイマー型痴呆関連の課題が全部で6課題あり、このうち5課題が上位10
0課題に含まれていたのに対して、今回調査では類似課題が整理されて全部で3課題に減ったことが影響して
いる。また、前回の調査に比べて動脈硬化等各種の病気の治療に関連した課題の数が上位100課題中で減っ
ている。今回の調査においてもライフサイエンス分野の重要度指数の平均値は高いので、生命関連課題の上位
にくる課題の数が相対的に減少したのは、必ずしも重要度が低下したというわけではなく、情報関連技術が今回
強く重視されるようになったこと等が原因とみるべきであろう。
④災害関連技術については、「地震」に関連した技術課題が8課題（前回4課題）と増加したことから全体とし
ても数が増えている。
⑤新エネルギーについては、「太陽電池」関連の技術が4課題（前回2課題）と増加し、かつ、いずれも上位の
10位前後になっている。原子力等その他の技術については大きな変化はない。
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表1－1重要度の高い上位100課題
順位 分　　 野 課　　　　　　　　 題 重要度指数
実現予
測時期
備考 ：課題の分
1 生産・機械
42　非化石エネルギー（風力、地熱、太陽光・熱、廃熱）が家
94 2018
新エネ
庭、産業、運輸などあらゆる方面に普及土盃。 ルギー
2 エレクトロニクス
06 1チップ当たり256Gビットメモリ以上の超LSIが羞且化さ
れる。 94 2014
情報 半導体等
3 エレクトロニクス
30 発電設備のコストが100円／ワット以下の太陽電池が蓋
93 2012
新エネ 太陽電池
且此さ起る。 ルギー
4 エレクトロニクス
05 10ナノメータの最小寸法を持つパターンを、量産加工で
きる技術が実用化される。 93 2013
情報 半導体等
5 宇宙
25　打上げロケットによる宇宙輸送費用が現在の1／10以下
に低適される。 93 2014
6 生産・機械
50 不用製品の回収・処理に関する製造者責任が法的に
規定されることにより、使用材料のほとんどが再利用できる
設計・生産 ・回収・再利用システムが普及土星。
92 2012 環境 リサイクル
7 海洋 ・地球
60 被害の発生が予想されるマグニチュードヱ以上の地震の
発生の有無を数 日程度以前に予測できる技術が凰逢され
る。
92 2023 災害 地震
8 通信
01 セキュリティが高く、リアルタイム性の高い情報も送れる
次世代インターネットが呈且化され、電話サービスや動画像
放送が実施される。
92 2003情報
ネットワー
ク
9 エレクトロニクス
18 集光せずに効率15％を迎生以上保つ太陽電池が盟盈
さ起る。 92 2010
新エネ
ルギー
太陽電池
10都市・建築・土木
13　商用原子力発電所の廃止措置に対応できる、安全でか
92 2009
新エネ 原子力つ合理的な解体撤去技術が日本で実用化される。 ルギー
11材料・プロセス
84 変換効率が旦坦 」送土の積層太陽電池が呈且化され
る。 91 2016
新エネ
ルギー
太陽電池
12材料・プロセス
85　変換効率之旦辿 土の大壷鐘アモルファスシリコン太陽
91 2011
新エネ 太陽電池電池が実用化される。 ルギー
13ライフサイエンス 49　がんの転移を防ぐ有効な手段が実用化される。 91 2013生命 がん
14 海洋・地球
01 人工衛星による潮汐・津波観測が行われ、湾岸地形等
のデータも合わせて津波予報システムが実用化される。 91 2007
災害 自然災害
15 環境
32 リサイクル・リュースしやすいようなLCA 的製品設計概念
が定量土る。 91 2007
環境 リサイクル
16情報
22　悪質なノ、ツカーの攻撃から個人や集団のプライバシー
や機密が保護されるような信頼度の高いネットワークシステ
ムが豊盈土星。
91 2007情報
ネットワー
ク
17 材料 ・プロセス 34 プラスチックのリサイクル技術が確立し、実用化される。 91 2007 環境 リサイクル
18 生産・機械
44　電力をそのまま貯蔵（超電導、フライホイール、コンデン
90 2016
新エネ
サ）する技術が実用化される。 ルギー
19 情報
18　一月2000円以下で大容量ネットワーク（150M bps）を自由
に利用できる環境が芸逸される。 90 2008情報
ネットワー
ク
20 情報
64 マルチメディア著作権に関する社会的なルールが塵重
し、マルチメディア情報の生産と流通が拡大する。 89 2005
情報 ネットワー
ク
21資源 ・エネルギ
63　高レベル放射性廃棄物の固化体の処分技術が主恩化
される。 89 2019
新エネ
ルギー
原子力
22 エレクトロニクス
13　TIPS（Tera Instru Ction Per Second）級のマイクロプロセッ
サが実用化される。 89 2018
情報 半導体等
23環境
24　窒素酸化物0．1～0．2g／Km の排出規制が可能な技術
が垣と立との車種に普及生る。（重量ディー ゼル車での現状
は4～5g／Km程度、ガソリン乗用車の昭和53年規制値は
0．25g／Km）
89 2007 環境
24 エレクトロニクス
08　不揮発性で書き換え可能な100Gビット以上のランダム
アクセス半導体メモリが実用化される。 88 2017
情報 半導体等
25 農林水産
84 湖沼、内湾等閉鎖水系における環境悪化に対して、生
態系や生物機能を利用した環境修復技術が開発され、汚
染負担をほぼ完全に除去できるシステムが実用化される。
88 2018環境
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順 位 分　　 野 課　　　　　　　　 題 重要度指数
実現予
測時期
備考：課題の分類
26交通
31 自動車（廃車）の部品や材料の皇壁迫がリサイクル互鑑と
なる。 88 2009
環境 リサイクル
27海洋・地球
14 気候変動と水産資源の変動の相関についての数値モ
デルが凰発される。 88 2013 環境 地球環境
28生産・機械 08　常温超電導材料が工業製品に実用化される。 88 2016
29資源・エネルギ
19 都市ゴミから有価物を回収するための猛直的な分別、
分離法が実用化される。 88 2009
環境 リサイクル
30エレクトロニクス
49　家庭用光ファイバ送受信ユニットが5000円程度で生産
さ起る。 88 2009
情報 ネットワー
ク
31資源・エネルギ
17　自動車、家電等の廃棄物から鉄・銅 ・アルミニウム等の
重要金属を99％以上の純度で分離する技術が実用化され
る。
88 2011環境 リサイクル
32ライフサイエンス
74　ヒトの代表的成人病であり、多因子による遺伝形式を示
す糖尿病、高血圧、動脈硬化の遺伝子群が国定さ也、分子
病因論的分類がなされる。
88 2012生命
33保健・医療・福祉 05　がん化の機構が盤坦される。 88 2013生命 がん
34海洋・地球
43　長期気象予報（1～6ケ月先）の物理学的手法が確立さ
拠る。 88 2014
35生産 ・機械
70 コンビナート、原子力施設等の安全装置が初期微動の
段階でいち早く作動し、地震による施設等の被害を軽減す
るシステムが豊盈ヱる。
88 2009災害 地震
36都市・建築・土木
05　地殻の歪みの分布や過去の地震履歴の分析等により、
中期的（5～10年程度先）な大規模地震（M 8以上）の発生を
予測する技術が日本で実用化される。
87 2017災害 地震
37交通
07　地震の初期微動を適切な箇所で検知し、（予測される地
震動に対応する）破壊危険箇所をi辟けて列車を安全に停止
させるシステムが凰逢される。
87 2006災害 地震
38 エレクトロニクス
09 スイッチング速度1ピコ秒以下で動作する半導体皇道主が
実用化される。 87 2015情報 半導体等
39農林水産
02　遺伝子操作による作物の品種改良（収量、耐病性、耐
寒性等）が日本で実用化される。 87 2004
生命
40ライフサイエンス 48　ある種のがんの発生を予防する薬が盟盈さ逸る。 87 2010生命 がん
41生産・機械
51 二酸化炭素の回収、廃棄物の無害化等の技術開発が
進み、全世界的に地球環境保全対策が豊及生る。 87 2018
環境 地球環境
42通信
72 携帯電話等の小型・軽量化を可能にする、エネルギー
密度500W h／Kgの高性能バッテリー が盟盈さ起る。 87 2009
43情報
48　災害時に一般市民に緊急情報を提供可能なセキュリ
87 2007災害ティ・システムが各地に普及土壷。 ノ　　Eコ
44環境
34 土壌汚染、地盤沈下、開発に伴う自然環境破壊（自然
海浜、森林原野の喪失）等についての社会的、経済的損失
の評価方法が確立され、防止のための規制システムとして
普及土丘。
87 2012環境
45保健・医療・福祉
44 全てのがんの5年生存率の平均が70％を拭える。（現在
胃がんで約40％程度） 87 2013
生命 がん
46エレクトロニクス
19 性能10GIPS程度でかつ消費電力10ミリワット以下のプロ
セッサLSIが風量さ逸る。 87 2014
情報 半導体等
47ライフサイエンス
02 発がん遺伝子の発現機構を標的とした抗がん剤が凰登
皇逸る。 87 2010
生命 がん
48ライフサイエンス
35 微生物や植物によるバイオプラスチック生産が普及上、
全世界プラスチック生産量の10％を占める。 87 2013
環境 リサイクル
49農林水産
01 作物（稲を例として）の全DNAの塩基配列が盤盟さ也、
有用遺伝子が単離される。 87 2009
生命
50農林水産 20 生物素材を利用した生分解性の容器包装が豊盈土る。 86 2005環境 リサイクル
－5－
順位 分　　 野 課　　　　　　　　 題 重要度指数
実現予
測時期
備考 ：課題の分類
51海洋・地球
45　地震計、傾斜計、ひずみ計等の多種の観測機器を統
合 ・集積化したボアホール式観測装置が日本全回に配置さ
れ、地震予知に利用されるようになる。
86 2011 災害 地震
52ライフサイエンス
01 太血盟聖がん関連遺伝子が同定され、がん化との関連
が盤盟さ血 亘。 86 2014生命 がん
53保健・医療・福祉 06　がんの転移の機構が盤坦さ逸る。 86 2012生命 がん
54 ライフサイエンス67　アルツハイマー型痴呆が治癒互誼となる。 86 2016生命 脳
55生産・機械
49　製品の誕生から廃棄までの全ライフサイクルに於いて生
態系への影響を考慮した低エントロピー化エコファクトリー
が普及ユニ壷。
86 2017環境 リサイクル
56海洋・地球
58　日本における特定地点の集 中豪雨による土砂崩れ、土
石流の予知・予報技術が実用化される。 86 2010
災害 自然災害
57通信
63　地震検知システムに連動し、非直下型地震の地震波到
達までの時間を利用して人命の安全確保を図る、ビルディ
ング統合管理システムやホームセキュリティシステムが蓋且
化される。
86 2011災害 地震
58材料・プロセス 62 1チップ当たり1テラビットのメモリが凰羞さ起る。 86 2013情報 半導体等
59都市・建築・土木
04 地震捻知の全国ネットワークが構築され、50Km 程度以
上離れた地震に関して地震到達前に情報が伝達される防
災システムが日本で普及する。
86 2011災害 地震
60ライフサイエンス
91 食糧増産のために、光合成機能を飛躍的に向上させる
技術が盟登さ起る。 86 2017
生命
61 交通
17　新素材などの導入による強化と軽量化、エンジン熱効
率の向上などの要素技術開発により、現在の車より盤畳避
迎盟 良い自動車が普及∃二五。
86 2007 環境
62環境
38 都市内の交通輸送機関として大気汚染、騒音公害を起
こさない無公害 自動車（例えば電気 自動車）が全進星空
10％以上普及する。
86 2013 環境
63通信
67　電子決済システム、電子現金システムを利用したネット
ワーク上の電子取引が普及±二五。 85 2006
情報 ネットワー
ク
64材料 ・プロセス 107 太陽光で水を分解するプロセスが実用化される。 85 2017
新エネ
ルギー
65環境 23　地球環境保全のため環境税が導△される。 85 2006環境 地球環境
66情報
05　手帳サイズのコンピュータを用いて、世界中どこからでも
85 2003情報
ネットワー
マルチメディア通信ができるシステムが実用化される。 ク
67海洋・地球
12　日本近海の海流の変動を予知・予報する技術が呈且止
される。 85 2011
68農林水産
55　主要漁業資源の長期（10年～20年）変動予測が可能と
なり、資源及び漁業の管理のための生産調整システムが凰
畳さ起る。
84 2016
69 エレクトロニクス
24　世界共通で使用できる100M bits／S程度のマルチメディ
84 2011 情報ネットワーア無線携帯端末が普及生る。 ク
70材料 ・プロセス
108 地球環境保護 に必要な二酸化炭素固定化技術が芸且
化される。 84 2016
環境 地球環境
71宇宙
09 VLBl（超長基線電波干渉法）、衛星レーザ及び逆レーザ
測距と合成開口レーダーによる地殻変動の測定精度が宜と
チメートル以下となり、地震予知などの精度向上に役立つよ
うになる。
84 2009災害 地震
72交通
30 大型貨物自動車の排ガスの有害成分を1／10に低下さ
せるため、ディー ゼル用排気触媒、パティキュレートトラッ
プ、リー ンNO x触媒や高精度燃焼技術などの排気対策技術
が実用化される。
84 2010環境
73交通
14 走行 自動車の種類、速度、密度等を把握し、並立凸交
通流を最適制御する道路交通管制システムが普及ゴ二五。 84 2007
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順位 分　　 野 課　　　　　　　　 題
重要度
指数
実現予
測時期
備考：課題の分
74通信
08 数100M bpsのスループットを実現する超高速コンピュー
タ通信プロトコルが盟畳される。 84 2003
情報 ネットワー
ク
75エレクトロニクス 32 紫外・青色・緑色半導体レーザが実用化される。 84 2004
76環境
08 地球温暖化に伴う農業生産へ．の影響が全地球的に丞
められ、一般認識となる。 83 2012
環境 地球環境
77材料 ・プロセス 44 濫造に転移点をもつ超電導体が盟羞される。 83 2020
78ライフサイエンス
72　日常生活（食事、空気環境など）の中の発がん過程を促
進する要因の作用機序が科学的に盤坦さ起る。 83 2012
生命 がん
79情報
45　ソフトウェア検証技術が進み、組 大規模ソフト
ウエアの短期開発が五歳となる。
83 2012 情報
80海洋 ・地球
22 海底の有害ヘドロの安全かつ経済的な除去無害化技
術が開発され、漁場の浄化、回復手法が普及．生る。 83 2013
環境
81 エレクトロニクス
67 1平方インチ当たり1000G ビットの記録が可能な磁気記
憶／＼－ドディスクが凰逢される。 83 2017情報 半導体等
82農林水産
42 森林のもつ環境保全機能を定量的に評価する手法が
確立され、機能を維持しながら木質資源の収穫を行う管理
技術が普及生る。
83 2014環境
83都市・建築・土木
62　河川、ダム等の水の広域総合管理技術が確立され、日
本の大都市圏において水資源を有効利用するシステムが
普及生る。
83 2009
84 エレクトロニクス
38 上馳 血の信号200チャンネルを多重化して1本の光
ファイバで伝送できる光多重通信装置が実用化される。 83 2014
情報 ネットワー
ク
85資源・エネルギ
06 化石燃料消費量が現在の半分以下の製鉄技術が盟逢
される。 83 2014
86ライフサイエンス 52 完全埋込型人工腎臓が風量される。 83 2013生命
87通信
09　電話、インターネット、VO D、高精細テレビなどの配線を
統合した情報コンセントが家庭やオフィスで普及生る。 83 2007
情報 ネットワー
ク
88ライフサイエンス
28　細胞がん化におけるシグナル伝達を制御して、がん細
胞を正しい分化の方向に誘導して正常化させる治療法が普
及土壷。
82 2020生命 がん
89環境
31 ゴミの固形化燃料（RD F）を利用したゴミ発電システムが
普及宣壷。 82 2006
新エネ
ルギー
90 エレクトロニクス
68 記録密度通11ビ2止∠！迎2以上の光メモリが宴用化され
る。
82 2016情報 半導体等
91通信
74 現在の半導体メモリの記憶密度（10gbit／cm2）の1，000倍
（1012bit／cm2）の記憶密度のバイオ素子が実用化されるハ
82 2015情報 半導体等
92海洋 ・地球
17　地球規模の海洋汚染モニタリングシステムが去且此さ
起る。 82 2012
環境 地球環境
93 エレクトロニクス
28　LSIの設計データを与えると、自動的にLSlチップが生産
される自動生産システムが実用化される。 82 2015
情報 半導体等
94 ライフサイエンス
07　花粉症やアトピーなどのアレルギーを引き起こす免疫制
御機構や環境要因が明らかになり、即時型アレルギーを完
全にコントロールできるようになる。
82 2014生命
95情報
68　関連企業間における情報管理（受注、設計、製造・運
用・保守）を統一的に取り扱うシステムが豊盈土星。 82 2005
情報 ネットワーク
96環境
04 オゾン層を破壊せず、地球温暖化の点でも問題がない
フロン・ハロン代替品が実用化される。
82 2007環境 地球環境
97材料・プロセス
20 400W h／1の容量をもつプラスチック二次電池が去且止さ
れる。（現在のNiACd電池の容量は180W h／l） 82 2011
98環境
27 バイオテクノロジーを活用した家庭でも使えるようなコン
パクトな排水処理システムによる、難分解性物質や有害物
質の高効率の処理が普及する。
82 2010環境
99ライフサイエンス
36 微生物や藻類によるアルコール等の燃料油生産が豊
81 2．015
新エネ
盈上、全世界燃料油生産量の10％を占める。 ルギー
100保健・医療・福祉
20 成人病予防のための生活様式（栄養、休養、運動）の科
学的指針が豊盈宣壷。 81 2006
生命
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1－3期待される効果の大きな技術の動向
各技術課題についてどのような効果が期待されるかを、以下の4つの項目を取り上げ、複数回答で調査した。
社会経済発展への寄与　：革新的製品の開発、新産業の創出、経済フロンティアの拡大、社会経済基盤の整備等
地球規模の諸問題の解決：地球環境、食料、エネルギー、資源問題等
生活者ニーズへの対応　：疾病の予防・克服、生活環境の向上、高齢者・身障者の支援、防災・安全の確保等
人類の知的資源の拡大　：新しい法則・原理の発見、独創的理論の構築等
各課題についてのパーセントを分野毎に平均すると図上2のとおりであり、全課題の平均値の大きさは、「社
会経済発展への寄与」、「生活者ニーズへの対応」、「地球規模の諸問題の解決」、「人類の知的資源の拡大」
の順になっている。
図ト2　期待される効果の傾向（分野別）
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《効果が大きいと期待される課題の例》
「社会経済の発展への寄与」
・（エレクトロニクス）世界で使用可能なマルチメディア無線携帯端末の普及
・（通信）セキュリティが高くリアルタイム性の高い情報も送れる次世代インターネットの実用化
・（材料・プロセス）1チップ当たり1テラビットのメモリの開発
・（生産・機械）オングストロームやフェムト秒オーダの計測が可能な超精密プロセス技術の実用化
・（情報）関連企業間における情報管理を統一的に取り扱うシステムの普及
「地球規模の諸問題の解決」
・（環境）地球環境保全のための環境税の導入
・（資源・エネルギー）廃車等から重要金属を99％以上の純度で分離する技術の実用化
・（農林水産）森林の環境保全機能の定量評価手法に基づく木質資源の収穫管理技術の普及
・（海洋・地球）地球規模の海洋汚染モニタリングシステムの実用化
・（生産・機械）非化石エネルギーの家庭、産業、運輸などあらゆる方面への普及
－8胃
「生活者ニーズへの対応」
・（保健・医療・福祉）成人病予防のための生活様式（栄養、休養、運動）の科学的指針の普及
・（情報）家庭または病院等において介護を支援するロボットの実用化
・（都市・建築・土木）局地的な気象の予報に基づく警報システム等が日本で普及
・（交通）地震の初期微動で、破壊危険箇所を避けて列車を停止させるシステムの開発
・（ライフサイエンス）完全埋込型人工腎臓の開発
「人類の知的資源の拡大」
・（宇宙）惑星からのサンプルリターンの実施
・（ライフサイエンス）生命誕生の分子機構の解明
・（海洋・地球）比較惑星学の国際研究センターを日本に設立
－9－
1－4実現予測時期の傾向
全課題（1072課題）の実現予測時期の分布を図上3に示す。
・実現予測時期の比較的早い課題の多い分野：「情報」、「通信」
・実現予測時期の比較的遅い課題の多い分野：「資源・エネルギー」、「ライフサイエンス」
・2005年までに実現すると予測された課題は少ないが、その中では「情報」、「通信」の比率が高い。
・2006年～2010年及び2011年～2015年の5年間に実現すると予測された課題は、それぞれ全体の1
／3強を占めており、この10年の間に実現すると予測された課題数は全体の3／4にのぼる。
図1胃3実現予測時期の動向
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次に、実現予測時期および予測時期の幅、それぞれの分野平均値を表1－2に示す。
表1－2実現予測時期および予測時期の幅（分野別）
対象課題999課題
分　　　　 野 実 現 予 測 時 期 （年 ） 予 測 時 期 の 幅 （年 ）
材 料 ・プ ロセ ス 2 0 12 ．3 8 ．5
エ レ クトロニ クス 2 0 13 ．7 8 ．7
情 報 2 00 9 ．1 7 ．4
ライ フサ イエ ンス 2 0 15 ．3 9 ．8
宇 宙 20 11 ．8 7 ．2
海 洋 ・地 球 2 0 1 1．5 白．9
資 源 ・エ ネ ル ギ ー 2 0 14 ．6 9 ．0
環 境 20 12 ．0 8 ．4
農 林 水 産 2 0 1 1．0 7 ．9
生 産 ・機 械 2 0 12 ．4 7 ．5
都 市 ・建 築 ・土 木 20 10 ．7 7 ．6
通 信 20 0 9 ．0 6 ．6
交 通 2 0 10 ．2 7 ．1
保 健 ・医 療 ・福 祉 20 12 ．2 9 ．3
平 均 20 11 ．9 8 ．2
－10－
・実現予測時期が比較的早く、回答者のコンセンサスが比較的強い課題の多い分野：「通信」、「交通」、「情
報」
・実現予測時期が比較的遅く、回答者のコンセンサスが比較的弱い課題の多い分野：「ライフサイエンス」、
「資源・エネルギー」、「保健・医療・福祉」
（注1）「実現予測時期」とは、図1－4のMの値であり、早い予測をした回答者から順番に並べて、1／2番
目の回答者がどの選択肢を選んだかを調べ、その時期を選択した人は、その5年間に均等に分布していると仮
定して1／2番目の回答者がそのグループで何番目になるかによって、その5年間の内分値として算出した。
（注2）「予測時期の幅」とは、図卜4のQl（同様に1／4番目の回答者の実現予測年）とQ2（3／4番目の
回答者の実現予測年）の幅（回答者の内の中位の50％の意見がこの中に含まれる）であり、この幅が狭い場合
には、回答者の間に強いコンセンサスがあると見ることができる。なお、本調査は2025年までの技術を予測する
もであり、アンケート調査表の選択肢も2025年までは5年単位であるが、それ以降は「2026年～」となっている
ため、表1－2では、第2回アンケート調査（R2）で3／4番目の実現予測時期が2026年以降となった課題を除
外し、999課題を対象とした。
図1－4実現予測時期のデータ形式（五角形）
QI M Q2
ー11一
：第1回アンケート調査の実現時期回答の分布
：第2回アンケート調査の実現時期回答の分布
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ためのドライビングシミュレータ
エレクトロニクス
農林水産
情報
農林水産
通信
交通
環境
環境
保健・医療・福祉
材料・プロセス
情報
環境
交通
宇宙
保健・医療・福祉
通信
宇宙
海洋・地球
農林水産
交通
保健・医療・福祉
生産・機械
宇宙
都市・建築・土木
エレクトロニクス
都市・建築・土木
資源・エネルギー
交通
01セキュリティが高く、リアルタイム性の高い情報も送れる迭進出∠之空二±む止が去月止さ
れ、電話サービスや動画像放送が実施される。
05　手帳サイズのコンピュータを用いて、坦星空どこから迦王∠三∠三通圧ができるシス
テムが去良化さ起る。
32　紫外・青色・緑色半導体レーザが去見地さ並亘。
02　遺伝王盤任による作物の品種改良（収量、耐病性、耐寒性等）が日本で芸且化される。
64　マルチメディア著作権に関する社会的なルールが直立し、マルチメディア情報の生産と流
通が拡大する。
20　生物素材を利用した生分解性の容器包装が豊盈ヱ丘。
67　電子決済システム、電子現金システムを利用したネットワーク上の電子取引が普及生る。
07　地震の初期微動を適切な箇所で検知し、（予測される地震動に対応する）破壊危険歯並を
避止工列車を安全に停止させるシステムが盟盈さ起る。
23　地球環境保全のため環境税が豊△皇迫る。
31ゴミの固形化燃料（RDF）を利用したゴミ発電システムが普及ゴ二五。
20　成人病予防のための生活様式（栄養、休養、運動）の科学的指針が普及生る。
34プラスチックのリサイクル技術が確立し、蓋且化される。
22　悪質なハッカーの攻撃から個人や集団の雲量壬生と二空地盈遊佐護さ迫るような信頼度
の高いネットワークシステムが普及生る。
04オゾン層を破壊せず、地球温暖化の点でも問題がないフロン・ハロン代替品が芸且化さ逸
る。
14　走行自動車の種類、速度、密度等を把握し、丑丘血交通遮立星迫剋迦する道路交通管
制システムが普及±る。
05　宇宙からの観測により大気汚染の分布や移動が実時間で測定できる技術が凰逢される。
13　HIVのワクチンが盟登される。
66　機密保護と認証を実現するセキュリティ技術により、印鑑なしで契約書などの各種文書が
ネットワークを介してオンラインで作成できるサービスが普及土る。
02　地球全体の環境変化を、24時間リアルタイムでモニタし、それらの情報を統合して体系的
に分析し、世界中にデータ配布を行うような、世界規模の地球環境監視ネットワークが普
及土る。
69　地球環境保全、地球資源開発・保全等に貢献する国際的科学技術者を育成する広義の
地球科学技術教育機関が日本に設立さ起る。
09　生物農薬（天敵微生物、フェロモン等）が病害虫防除の主体となった防除体系が普及亘
る。
55　フローティング式の海上空港が去出る。
36AIDSの治療法がま且此皇迫る。
70　コンビナート、原子力施設等の安全装置が初期微動の段階でいち早く作動し、地震による
施設等の被害を軽減するシステムが普及土壷。
09　VLBI（超長基線電波干渉法）、衛星レーザ及び逆レーザ測距と合成開口レーダーによる地
殻変動の測定精度が堂と王立ニト∠ヒ送王となり、地震予知などの精度向上に役立つように
なる。
13　商用原子力発電所の廃止措置に対応できる、安全でかつ合理的な解体撤去技術が且重
宝呈且止される。
49　家庭用光ファイバ送受信ユニットが5000円程度で生産される。
29三ミ三三三上塗位での未利用エネルギーの活用や廃棄物その他のリサイクルが且杢：已豊
及宣二五。
19都市ゴミから有価物を回収するための盈直也な分別、分離法が去且止される。
31自動車（廃車）の部品や材料の皇壁迫がリサイクル互並となる。
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牛 分　　野　　　　　　　　　　課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　題
宇宙
生産・機械
エレクトロニクス
海洋・地球
海洋・地球
環境
交通
ライフサイエンス
環境
環境
資源・エネルギー
保健・医療・福祉
都市・建築・土木
生産・機械
保健・医療・福祉
通信
エレクトロニクス
保健・医療・福祉
ライフサイェンス
資源・エネルギー
エレクトロニクス
海洋・地球
保健・医療・福祉
保健・医療・福祉
ライフサイェンス
保健・医療・福祉
ライフサイエンス
海洋・地球
資源・エネルギー
材料・プロセス
宇宙
エレクトロニクス
情報
ライフサイエンス
エレクトロニクス
ライフサイエンス
通信
16　宇宙ステーションが軌道上研究所として稼働し、半導体や薬品の開発研究と試作を目的
とした次世代の宇宙環境利用施設が重畳生る。
17　シリコンのマイクロ構造を制御する工学技術（原子や分子の配列を自由に制御）が生産・機
械分野のあらゆるところに影響を主星は占める。
18集光せずに効率15％を坦生払土保つ太陽電池が屈出る。
13　大規模数値モデルによる全地球的海洋変動予測技術が凰墓さ血る。
58　日本における特定地点の集中豪雨による土砂崩れ、土石流の予知・予報技術が去盟止さ
れる。
27　バイオテクノロジーを活用した家庭でも使えるようなコンパクトな排水処理システムによる、
難分解性物質や有害物質の直効室壁処理遊豊盈生る。
30　大型貨物自動車の排ガスの査皇成金を1∠建に低下させるため、ディーゼル用排気触媒、
パティキュレートトラップ、リーンNOx触媒や高精度燃焼技術などの排気対策技術が去且
化される。
04　ヒトゲノム情報から新規なタンパク質機能を推測する手法が盟羞さ起る。
29　低騒音エンジン・タイヤ、吸音土木建設資材の開発により、自動車騒音が日本の都市域
の庄屋重凪也壇で盈塩基婆出超さ遣る。
05　二酸化炭素の発生と吸収の正確なメカニズムが盤坦される。
17　自動車、家電等の廃棄物から鉄・銅・アルミニウム等の重要金属を99％以上の純度で分
離する技術が去且化される。
09　動脈硬化の発症機構が盤坦さ起る。
04地震姐知の全国ネットワークが構築され、50Km程度以上離れた地震に関して地震到達
前に情報が伝達される防災システムが且杢二重普及主星。
34　土壌汚染、地盤沈下、開発に伴う自然環境破壊（自然海浜、森林原野の喪失）等について
の社会的、経済的損失の評価方法が確立され、防止のための規制システムとして豊盈亘
る。
50　不用製品の回収・処理に関する製造者責任が法的に規定されることにより、使用材料の
ほとんどが再利用できる設計・生産・回収・再利用システムが豊盈土る。
06　がんの転移の機構が盤盟さ迦丘。
38　同時通訳並みの日英間自動翻訳電話が国選さ也る。
30発電設備のコストが100円／ワット以下の太陽電池が去且此皇虹益。
05　がん化の機構が盤盟さ起る。
35　微生物や植物によるバイオプラスチック生産が普及上、全世界プラスチック生産量の10％
を占める。
81比良勉圭な壷の走行性能を有する電気自動車が普及土る。
05』土∠と二空の最小寸法を持つパターンを、量産加工できる技術が去且止される。
14気候変動と水産資源の変動の相関についての数値モデルが盟逢される。
44全てのがんの5年生存率の平均がヱ色艶亙盛去る。（現在胃がんで約40％程度）
48　がんの転移を防ぐ有効な手段が去且化される。
49　がんの転移を防ぐ有効な手段が去且此皇迫る。
53　アルツハイマー型痴呆に対する有効な治療法が盟盈さ起る。
01大盤企壁がん関連遺伝子が同定され、がん化との関連が盤盟主逸る。
43　長期気象予報（1～6ケ月先）の物理学的手法が直立される。
06化石燃料消費量が現在の半分以下の製鉄技術が凰盈さ起る。
49遊佐重義地上の臨界温度をもつ超電導材料を用いた産業用電気機械が普及ヱる。
25　打上げロケットによる宇宙輸送費用が現在の1／10以下に低醜さ出る。
061チップ当たり呈巨巨⊆ビヱ出土の超LSIが去且此皇迫る。
49　災害時に人間の識別・探索・救助を行うロボットが去且此さ逸る。
51ヒトの細胞、組織を組み込んだ人工臓器（人工すい臓、人工腎臓、人工肝臓等）が去且比
さ起る。
09スイッチング速度上ビ三政弘王で動作する半導体迫が去且此さ逸る。
36微生物や藻類によるアルコール等の燃料油生産が普及立、全世界燃料油生産量の10％
を占める。
74現在の半導体メモリの記憶密度（109bit／cm2）の1，000倍（1012bit／cm2）の記憶密度のバイオ
素子が去良化皇逸る。
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年 分　　野　　　　　　　　　課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　題
材料・プロセス
都市・建築・土木
農林水産
生産・機械
材料・プロセス
生産・機械
ライフサイエンス
エレクトロニクス
材料・プロセス
生産・機械
都市・建築・土木
生産・機械
農林水産
生産・機械
保健・医療・福祉
資源・エネルギー
ライフサイエンス
宇宙
材料・プロセス
海洋・地球
資源・エネルギー
生産・機械
宇宙
環境
エレクトロニクス
ライフサイエンス
海洋・地球
情報
エレクトロニクス
資源・エネルギー
ライフサイエンス
資源・エネルギー
資源・エネルギー
情報
資源・エネルギー
84　変換効率が地上の積層太陽電池が去且化される。
20CO2、NOx、フロン等を、主発生源である都市部において吸収・固定化するアクティブ環境
浄化施設が且重宝豊及土壷。
55　主要漁業資源の長期（10年～20年）変動予測が可能となり、資源及び漁業の管理のため
の生産調整システムが盟羞される。
44　電力をそのまま貯蔵（超電導、フライホイール、コンデンサ）する技術が去良止される。
109保水技術、バイオ技術の進展により砂漠緑化技術が普及生る。
08　常温超電導材料が工業製品に去且此皇迫る。
91食糧増産のために、光合成機能を飛躍的に向上させる技術が盟羞される。
08　不揮発性で書き換え可能な100Gビット以上のランダムアクセス半導体メモリが去且止さ並
壷。
107太陽光で水を分解するプロセスが去眉化される。
49　製品の誕生から廃棄までの全ライフサイクルに於いて生態系への影響を考慮した低エント
ロピー化エコファクトリーが普及］二五。
05　地殻の歪みの分布や過去の地震履歴の分析等により、中期的（5～10年程度先）な大規模
地震（M8以上）の発生を予測する技術が且壷三宝且土ヒさ起る。
51二酸化炭素の回収、廃棄物の無害化等の技術開発が進み、全世界的に地球環境保全
対策が普及生る。
84　湖沼、内湾等閉鎖水系における環境悪化に対して、生態系や生物機能を利用した環境
修復技術が開発され、汚染負担をほぼ完全に除去できるシステムが去見地さ起る。
42　非化石エネルギー（風力、地熱、太陽光・熱、廃熱）が家庭、産業、運輸などあらゆる方面
に普及土去。
95　個体の老化機構が盤盟皇迫る。
63　高レベル放射性廃棄物の固化体の処分技術が呈屈止される。
28　細胞がん化におけるシグナル伝達を制御して、がん細胞を正しい分化の方向に誘導して
正常化させる治療法が普及土る。
36　巨大な太陽電池板をもつ宇宙空間太陽光発電所が建設され、電力がヱ4乞E波で地上に
伝送されるようI三なる。
44盈過に転移点をもつ超電導体が盟羞皇逸る。
56　雲物理学の応用により集中豪雨の緩和技術が盟羞さ出る。
56　高温岩体発電技術が主恩比さ起る。
55　太陽エネルギーと生体システムを利用し、有機物を分解して水素を大量生産する技術が
去且比さ起る。
38　静止軌道・月への五△剋道風輸送システムが盟羞さ起る。
09　世界の二酸化炭素の排出量が1990年の‡坦艶渡まで低王亘る。
661原子／1分子が1ビットに対応するストレージシステムが盟盈さ逸る。
65脳による論理的な推論の機構が盤盟出る。
60被害の発生が予想されるマグニチュードヱ以上の地震の発生の有無を遊且蓮度以並に予
測できる技術が魁壷。
35　人間の創造のメカニズムが、計算機科学に応用できる程度に盤盟主迫る。
21人間の感情を理解・共有できる「人工知能チップ」が凰選出。
75　揚水発電所なみの容量也助をもった超電導エネルギー貯蔵システムが去且止さ
れる。
58脳とコンピュータを直接結びつけるためのインタフェースが盟盈さ並壷。
77超電導ケーブルを用いた電力ネットワークが去且土ヒさ血豆。
58越虚数堂4之∠とを主迫たFBR（高速増殖炉）システムが去且化される。
38　電気磁気情報を使って人間の脳l三五盤さ起工公立隠逸をコンピュータが読むことができる
ようになる。
59　核融合発電炉が盟盈される。
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1－5第一線にある国等
各技術課題の現在第一線にある国・地域を、以下の6つの項目を取り上げ、複数回答で調査した。
①アメリカ
②EU
③旧ソ連・東欧諸国
④日本
⑤その他の国
⑥わからない
ここでは、分野毎に上記①～⑥の回答割合の課題平均を計算し、さらにこれを百分率（％）に直してグラフ化
したものが図1－5である。
・14分野の内11分野において「アメリカ」の比率が最も高い。
・「アメリカ」の比率が特に高い分野：「宇宙」、「ライフサイエンス」、「情報」、「通信」、「保健・医療・福祉」
・「日本」の比率が他の国・地域より高い分野：「資源・エネルギー」、「都市・建築・土木」、「交通」
・「EU」の比率が比較的高い分野：「環境」、「交通」
・「旧ソ連・東欧諸国」の比率が比較的高い分野：「宇宙」
図　卜5第一線にある国等（分野別）
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材料・プロセス
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情報
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交通
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全課題平均
臼アメリカ　　OEU　　□旧ソ連　　由日本　　■他国　　□わからない
（注）今回の調査では、「第一線にある国」を複数回答が可能ということで質問しているため、この結果は、あく
まで各国、各地域が「第一線」かどうかについての「投票率」である。従って、第1グループ、第2グループ等の技
術水準の差を相対的に示すものとはなっていない。
日本への情報量が少ない国・地域は不利になる可能性がある。
また、日本で作成した技術課題であることから日本で既に取り組んでいるものが多いこと、実用化及び普及と
いう応用的段階の技術が過半を占めていることから、結果として日本が有利になっていることに留意する必要が
ある。
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1－6政府がとるべき有効な手段
予測の対象として取り上げた技術課題の推進方策として、政府が取るべき施策があるかどうか、あるとすれば
それは何かについて、以下の項目から最大3つまでの複数選択で回答者の見解を求めた。
①研究者、技術者及び研究支援者の養成・確保
②産学官の人的交流、異分野間の協力等の促進制度の拡充
③先端的な研究開発施設・設備の整備及び開放
④データベース、標準物質、遺伝子資源等の研究基盤の整備
⑤政府が負担する研究資金の拡充
⑥関連する規制の整備（緩和、強化、新設、廃止）
⑦その他
分野により政府の関与が強く期待される分野とそればど強くない分野があると考えられる。この度合いを見る
ために、各課題毎に選択肢①～⑦のパーセント値を合計し、その分野平均をグラフ化したものが図卜6である。
3つまでの複数回答であることから、取り得る最大値は300となる。
・期待の比較的大きい分野：「保健・医療・福祉」、「環境」、「ライフサイエンス」、「農林水産」
・期待の比較的小さい分野：「情報」、「通信」（ともに実現予測時期の早い課題が多い。）
図1－6　政府がとるべき手段への回答合計
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環境
農林水産
生産・機械
都市・建築・土木
通信
交通
保健・医療・福祉
全課題平均
各課題についてのパーセントを分野毎に平均すると図卜7のとおりとなり、政府に期待される役割も異なって
いる。
全課題平均が比較的高い項目：①研究者、技術者及び研究支援者の養成・確保、②産学官の人的交流、
異分野間の協力等の促進制度の拡充、⑤政府が負担する研究資金の拡充
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図1－7　政府がとるべき手段（分野別）
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0 　　20　　40　　　60　　80
1－7問題となる可能性のある事項
それぞれの技術課題の実現に関連して、事前に考慮すべき点があるかどうかについて、以下の項目から最
大2つまでの選択により評価を求めた。
①自然環境への悪影響
②安全への悪影響
③倫理・文化・社会への悪影響
④その他の悪影響
各課題についてのパーセントを分野ごとに平均すると次の図卜8のとおりとなっている。
図卜8我が国において問題となる可能性のある事項の傾向（分野別）
琳境　　　　　　　　　　　　　安全　　　　　　　　　　備躍挟北出会
0　　　　　　ミ沿　　　　1（刀　　　　　0　　　　　　ま）　　　　1∝〉　　　　0　　　　　　崇）　　　　1∝l
《悪影響に対する懸念の大きい課題の例》
「自然環境への悪影響」
・（環境）3000m以深の深海に二酸化炭素を貯留する技術の開発
・（資源・エネルギー）地下深部の硫化鉱物を溶解し汲み上げる採取技術の実用化
・（農林水産）水温変化等に高耐性で養殖に有利な水産生物の細胞融合、遺伝子操作等による開発
「安全への悪影響」
・（交通）ビル内占有容積当りの輸送力が現在のエレベータの5倍以上のシステムの実用化
・（情報）金銭の授受を行うための電子マネーの普及
・（通信）印鑑なしで契約書等がオンラインで作成できるサービスの普及
「倫理・文化・社会への悪影響」
・（保健・医療・福祉）年齢に応じた老化度の定量的把握方法の実用化
・（情報）電気磁気情報により人間の脳に記憶されている情報を解読
・（ライフサイエンス）個人の遺伝子の構造の情報の診断や治療への利用
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1－8　第1回、第2回技術予測調査結果の評価・分析
《評価方法》
第1回（1971年実施）及び第2回調査（1976年実施）の全課題をその内容に応じて各分科会に配分し、分
科会において分科会委員を中心に実現の状況の検討を行った。この際各課題毎に、
・実現　　　　：1996年までに実現した
・一部実現　　：1996年までに課題の一部が実現した
・非実現　　　：上記以外
のいずれかに当てはまるように評価を行った。
なお、一部実現は、以下の内容をいう。
・一つの課題の中で複数の事柄を予測しており、その一方が実現し、他方は実現していない。
・課題の中で表現された言葉（性能を表す形容詞を含む）の定義が不明確で、その解釈によってどちらにもと
れる。
・課題で要求されている内容の一部が実現されている。
《実現率の分析》
（1）第1回技術予測調査
表1－3　第1回技術予測調査の対象課題の実現率等
部 門 分　　 野 対 象課 題 数 実 現 一 部
実 現 非 実 現 実 現 率 （％）
一 部 実 現 を 含
む 実現 率
（％ ）
非実 現 率
（％ ）
社
衣 生 活 の 向 上 20 6 9 5 30 75 25
住 生 活 の 向 上 18 3 5 10 17 44 56
一∠ゝ了ミ レジ ャ ー 20 5 6 9 25 55 45
開 国 土 ・都 市 開 発 17 0 11 6 0 65 35
発 交 通 ・輸 送 の 向 上 20 2 3 15 10 25 75
公 害 防 止 20 2 10 8 10 60 40
教 育 の 向 上 15 2 6 7 13 53 47
小 計 130 20 50 60 15 54 46
情
社 会 経 済 か らの 養 成 40 8 20 12 20 70 30
情 報 技 術 47 19 10 18 40 62 38
報 基礎 技 術 18 9 2 7 50 61 39
小 計 105 32 3237 34 65 35
医
診 断 ・治 療 技 術 37 9 20 8 24 78 22
予 防 医 学 9 1 4 4 11 56 44
療 医 療 シ ステ ム 12 3 9 0 25 100 0
保 生命 現 象 の 解 明 9 1 8 0 11 100 0
健 人 間 と環 境 10 1 7 2 10 80 20
医 学 教 育 5 0 4 1 0 80 20
そ の 他 1 1 0 0 100 100 0
小 計 83 16 52 15 19 82 18
食 材 料 の 開 発 30 10 11 9 33 70 30
塩 シ ステ ムの 開 発 33 8 19 6 24 82 18
農 コ ン トロー ル 法 20 6 12 2 30 90 10
業 機 械 の 開発 13 4 4 5 31 62 38
小 計 96 28 46 22 29 77 23
工
宇 宙 開 発 23 8 5 10 35 57 43
海 洋 開 発 25 6 10 9 24 64 36
業
資
エ ネ ル ギー 開 発 24 3 3 18 13 25 75
資 源 開 発 27 3 6 18 11 33 67
鉱 工 業 生 産 の 高 度 化 38 13 10 15 34 61 39
漁 材 料 開 発 37 18 11 8 49 78 22
小 計 174 51 45 78 29 55 45
合　　　 計 588 151 225 2 12 26 64 36
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（2）第2回技術調査
表1－4　第2回技術予測調査の対象課題の実現率等
分　　 野 対 象 課 題 数 実 現
一 部
実 現 非 実 現 実 現 率 （％ ）
一 部 実 現 を含
む 実 現 率
（％ ）
非 実 現 率
（％）
食 糧 資源 69 18 32 19 26 72 28
森 林 資源 11 1 7 3 9 73 27
鉱 物 資源 19 3 8 8 16 58 42
水 資源 8 0 3 5 0 38 63
エ ネ ル ギ ー 21 3 2 16 14 24 76
環 境 47 3 23 21 6 55 45
安 全 18 3 10 5 17 72 28
家 庭 生 活 29 8 9 12 28 59 41
余 暇 10 1 3 6 10 40 60
教 育 24 3 12 9 13 63 38
保 健 ・医療 41 7 27 7 17 83 17
労働 10 2 5 3 20 70 30
輸 送 20 1 7 12 5 40 60
情 報 53 22 12 19 41 64 36
建設 20 3 11 6 15 70 30
工 業 生 産 54 16 2 1 17 30 69 31
宇 宙 開発 18 8 9 1 44 94 6
海 洋 開発 28 6 14 8 2 1 71 29
ライ フサ イ エ ンス 22 5 12 5 23 77 23
ソ フ トサ イ エ ンス 27 1 5 21 4 22 78
合　　　 計 549 114 232 203 2 1 63 37
回数 アンケート実施時期 予測期間 設定課題数 対象課題数（注）
第1回調査 197 1年 197 1年～200 0年 644 588
第2回調査 197 6年 197 6年～200 5年 65 6 549
（注）予測課題のうち、評価時点（1996年）で評価可能な課題である1996年以前に実現すると予測された課題及
び1997年以降に実現すると予測されながら、すでに実現した課題（一部実現を含む）を対象としている。
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1－9（参考）地球環境に関連する長期的シナリオ等に関する質問
資源・エネルギー分野及び環境分野では、回答者に「30年後の世界」についてどのようなシナリオを想定す
るか、また、環境問題の解決に向けてどのような対応が有効と考えるかを質問した。その調査結果は、以下の表
1－5及び1－6のとおり。
表1－5　資源・エネルギー分野の回答
3 0 年 後 の世 界 シナリオA 28 8 人 今 後 の環境 問題 に 技術的対応 83 人
（シナリオ選択 ） （79．3％） 最も効果 が大きいと
思われる対応
（22．9％）
シナリオB 34 人
（9．4％）
経済的 （規制）対応 18 2人
（50．1％）
シナリオC 2 5人
（6．9％）
倫理的 （意識、ライフスタイル）対応 82 人
（22．6％）
無記 入 16人
（4．4％）
無記入 16 人
（4．4％）
合 計 3 63 人
（100％）
合計 36 3 人
（100％）
表1－6　環境分野の回答
3 0 年 後 の 世 界 シナリオA 2 20 人 今 後の環 境 問題 に 技術的対応 4 5人
（シナリオ選択） （74．8％） 最も効果 が大 きいと
思われる対応
（15．3％）
シナリオB 3 5人
（11．9％）
経 済的 （規制）対応 13 6人
（46．2％）
シナリオC 2 8人
（9．5％）
倫理的 （意識、ライフスタイル）対応 104 人
（35．4％）
無記入 11人
（3．7％）
無記入 9人
（3．1％）
合 計 2 94 人
（100％）
合計 2 94 人
（100％）
（参考）温暖化ガスの排出に関するIPCCのシナリオ
シナリオA シナリオB シナリオC
人 口 2 10 0年 に1 13億 人 2 10 0年 に64 億 人 2 10 0年 に17 6億 人
（世銀 1 99 1） （国連 M edium －low C ase） （国連 M edium －H igh C ase）
年平均経済成長 率 1990－2025：2．9％ 1990－2025：2．0％ 1990－2025：2．9％
1990－2100：2．3％ 1990－2100 ：1．2％ 1990－2100：2．3％
消費エネルギー当
たりのC O 2排 出量
変化 率
（％／年）
1990－2020：－0．24％ 1990－2020：－0．55％ 1990－2020：－0．03％
C O 2排 出量 （1990：6．OG tC ） （1990：6．OG tC ） （1990：6．OG tC ）
（／年） 2025：12．2G tC 2025：8．8G tC 2025：14．4G tC
2100：20．3G tC 2 100：4．6G tC 2 100：26．6G tC
概 要 人 口についても経 済成長 に 人 口についても経済成長 につい 人 口増加 率はもっとも高いが
ついても増加 率は 中程度 のシ ても最も増加 率 が低いシナ リオ。 経済 成長 率 は 中程度 のシナリ
ナ リオ。他 のシナ リオ と比 べ 化石燃 料が逼迫 し、温暖化ガスの オ。2 10 0 年 の温暖化 ガスの排
て、温暖化ガスの排 出量は 中 排 出はもっとも少 ない。温暖 化ガ 出量 は1 9 90 年 の4 倍以 上と見
位 に見込まれている。 スの排 出が減少傾向を示 す。 込まれ ている。
（IPCC資料より作成）
－21－
2．各分野の注目領域と重視された課題
2－1「材料・プロセス」分野
1．原子・分子の操作による精密合成と構造制御
14　臨界温度77Kを超える有機超電導物質の開発（2018年）
25　ナフサの選択的接触分解技術の開発（2010年）
29　分子レベルで制御された高分子の精密付加重合プロセスの開発（2011年）
40　特定のナノスケール構造・特性を与える自己組織化を示す無機材料の開発（2013年）
60　ナノメータオーダの表面粗さの金属ミラー加工技術の実用化（2010年）
90　数十～数百Åオーダの成分で組織された有機・無機複合材料の実用化（2012年）
10210A級の精度の加工オンラインシステムの実用化（2012年）
2．高度計算科学の材料・プロセス設計への応用
42　破壊への自己修復性をもつ高温ガスタービン用セラミックス材料の開発（2016年）
73　第一原理計算による薄膜成長シミュレーション技術の実用化（2008年）
77　ダイヤモンドp胃n接合を形成する技術の開発（2010年）
95　固体触媒のコンピュータ支援材料設計法の実用化（2013年）
96　多元系材料の熱平衡状態における構造と物性の予測技術の開発（2014年）
97　原子10000個の規模の第一原理コンピュータシミュレーション技術の開発（2010年）
3．生体機能の解明と高機能材料・プロセス開発への展開
2　細胞を高分子等の材料に固定したハイブリッド型人工臓器の実用化（2014年）
4　生体組織・器官形成を促進する人工材料の実用化（2013年）
5　がん患部に効率良く到達できる信号応答型ミサイルドラッグの普及（2011年）
22　タンパク質集合体の二次・三次元配列構造の自由制御による機能付与技術の開発
（2018年）
41強度劣化の予知可能なコンクリートを用いた大型構造物の建設（2009年）
72　各種知覚神経の情報伝達の仕組みの解明（2015年）
4．地球的諸問題に関わる材料・プロセスの開発
20　400Wh／1容量のプラスチック二次電池の実用化（2011年）
34　プラスチックのリサイクル技術の実用化（2007年）
49　臨界温度77K以上の超電導材料を用いた産業用電気機械の普及（2014年）
84　変換効率50％以上の積層太陽電池の実用化（2016年）
107　太陽光による水分解プロセスの実用化（2017年）
108　地球環境保護に必要な二酸化炭素固定化技術の実用化（2016年）
109　保水技術、バイオ技術の進展による砂漠緑化技術の普及（2016年）
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表2－1材料・プロセス分野の重要度上位15課題
課　　　　　　　　 題
重
要
度
指
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実　 現　 予　 測　 時　 期
2001 2006　2011 2016　2021 2026
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実
現
し
な
い
わ
か
ら
な
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（注）表中のグラフの見方は「1－4　実現予測時期の傾向」を参照して下さい。
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2－2「エレクトロニクス」分野
1．マイクロエレクトロニクス
1単原子・単分子の操作技術の開発（2007年）
510nmのパターンを量産加工できる技術の実用化（2013年）
61チップ256Gビットメモリ以上の超LSIの実用化（2014年）
8100Gビット以上の不揮発性ランダムアクセス半導体メモリの実用化（2017年）
13　TIPS級のマイクロプロセッサの実用化（2018年）
18　集光せずに効率15％以上を10年以上保つ太陽電池の開発（2010年）
28　設計データから自動的にLSIチップが生産されるシステムの実用化（2015年）
30　発電設備のコストが100円／ワット以下の太陽電池の実用化（2012年）
2．オプトエレクトロニクス
32　紫外・青色・緑色半導体レーザの実用化（2004年）
38100Gbits／Sの信号200チャンネルを1本の光ファイバで伝送する光多重通信装置の実
用化（2014年）
40　光の量子状態を制御する技術を用いた高感度センシング技術の開発（2013年）
44　ほとんどの照明用に半導体光源が普及（2017年）
49　家庭用光ファイバ送受信ユニットが5000円程度で生産可能（2009年）
3．分子・バイオ・センサエレクトロニクス
（1）分子エレクトロニクス
51分子一個をスイッチングの基本素子とする論理、記憶用LSIの開発（2021年）
58　分子一個を同定できるバイオセンサの実用化（2018年）
（2）バイオエレクトロニクス
54　血液診断や血栓治療のための超小型医用デバイスの実用化（2013年）
59　脳神経の興奮状態が1mm程度の分解能でリアルタイムにわかる無侵襲性のCT的装置の
開発（2012年）
（3）センサエレクトロニクス
53　センサ／コントローラ／アクチュエータをマイクロマシン技術にて集積化した素子の実用化
（2012年）
60　自己診断機能を有する材料・構造材用への、多重化されたセンシング手法の実用化
（2011年）
4．ストレージ・表示エレクトロニクス
（1）ストレージェレクトロニクス
661原子／1分子が1ビットに対応するストレージシステムの開発（2022年）
671平方インチ当たり1000Gビットの記録が可能なハードディスクの開発（2017年）
（2）表示エレクトロニクス
71有機材料を用いた発光型、超大型ディスプレーの開発（2015年）
74　メガネの中にはいる超′」、型ファイル装置の実用化（2015年）
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表2－2　エレクトロニクス分野の重要度指数上位15課題
課　　　　　　　 題
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2－3「情報」分野
1．コンピュータおよび関連機器
1新しいアルゴリズムに基づくバイオコンピュータの実用化（2016年）
5　世界中どこからでもマルチメディア通信ができるシステムの実用化（2003年）
6　モーターレス（オール・シリコン）マルチメディア機器の普及（2005年）
13　紙と同様な柔軟性（薄く柔らかい）をもつポータブル電子ノートの普及（2012年）
14　顔や音声等の個人識別技術のセキュリティ管理への実用化（2005年）
151個のボタン電池で1年間使える低電力パソコンの普及（2012年）
2．ネットワーク
16　ネットワーク管理者を必要としない管理システムの実用化（2007年）
18　一月2000円以下で大容量ネットワークを利用できる環境の実現（2008年）
19　手帳サイズの電話機でどこからでも通話できるネットワークの完成（2005年）
20　列車で移動中でも10Mbpsで情報の発信、受信ができるモバイル端末の普及（2008年）
22　プライバシーや機密が保護される信頼度の高いネットワークシステムの普及（2007年）
23　悪性ウイルスを自動検知し、ワクチンを自動生成する技術の開発（2009年）
3．ソフトウエア・アルゴリズム
25　分散システム上でも単一のシステムとして操作可能なOSの実用化（2006年）
35　人間の創造のメカニズムが、計算機科学に応用できる程度に解明（2023年）
39　自律的に意思決定し行動する知能ロボットの実用化（2014年）
43　任意のアプリケーションを効率良く実行する超並列計算機用コンパイラの開発（2010年）
44　ソフトウエアの再利用が可能なソフトウエアライブラリの普及（2006年）
45　ソフトウェアの検証技術により誤りのない大規模ソフトウェアの短期開発が実現（2012年）
4．生活・医療・福祉・防災
46　マルチメディア情報のオン・デマンド型情報獲得システムの普及（2005年）
48　災害時に緊急情報を提供するセキュリティ・システムの普及（2007年）
53　家庭内での利用が可能なホームコンピュータシステムの普及（2007年）
54　家庭または病院等において介護を支援するロボットの実用化（2010年）
5．社会・仕事・コミュニティ
64　マルチメディア著作権に関する社会的なルールの確立（2005年）
66　金銭の授受を行うための電子マネーの普及（2006年）
67　データベースシステムによる、ネットワーク上での契約相手の認証（2004年）
68　関連企業間における情報管理を統一的に取り扱うシステムの普及（2005年）
6．教育・娯楽
72　双方向、マルチポイントの遠隔教育支援システムの家庭への普及（2008年）
79　ネットワークを介して独自に学習を行なうための支援システムの開発（2004年）
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表2－3　情報分野の重要度指数上位15課題
課　　　　　　　 題
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度
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2－4「ライフサイエンス」分野
1．がん研究の進展
48　ある種のがんの発生を予防する薬の開発（2010年）
49　がんの転移を防ぐ有効な手段の実用化」（2013年）
72　日常生活中の発がん過程促進要因の作用機序の解明（2012年）
2．高速ゲノム解析技術とゲノム情報の応用
3　個人の遺伝子の構造の情報の診断や治療への利用（2015年）
23　マウスなどの受精卵から成体に至るまでの分化や機能の発現メカニズムの解明（2023年）
74　糖尿病、高血圧、動脈硬化の遺伝子群の同定（2012年）
3．発生・分化および形態形成の分子機構
29　試験管内で幹細胞を増やして治療に用いる方法の普及（2015年）
54　自己細胞の増殖による臓器再生技術の臨床応用（2021年）
84　発生、分化の分子機構の全容の解明（2022年）
4．脳の機能
65　脳による論理的な推論機構の解明（2023年）
67　アルツハイマー型痴呆の治癒の実現（2016年）
83　睡眠と夢見の神経機構の解明（2017年）
5．植物機能の解明とその利用
35　バイオプラスチックが全世界プラスチック生産量の10％まで普及（2013年）
91食糧増産のため光合成機能を飛躍的に向上させる技術の開発（2017年）
92　砂漠化を防止するための耐乾燥性・耐塩性植物の育種技術の実用化（2014年）
6．構造生物学
4　ヒトゲノム情報からの新規タンパク質機能の推測手法の開発（2011年）
16　耐熱性タンパク質の設計・合成技術の実用化（2009年）
25　タンパク質の高次構造から機能を予測する技術の開発（2014年）
7．物質変換・エネルギー変換
18　光合成反応中心を模倣した光エネルギー素子の開発（2017年）
32　細胞の膜輸送、物質変換機能等を代替する人工細胞の合成技術の開発（2021年）
36　微生物等による燃料油生産が全世界燃料油生産量の10％まで普及（2015年）
8．免疫系
7　免疫制御機構等の解明による即時型アレルギーの完全コントロールの実現（2014年）
27「自己」と「非自己」の識別機能に関与する免疫機構の解明（2013年）
71免疫系、神経系、内分泌系の相互調節機構の解明（2017年）
9．医用工学
52　完全埋込型人工腎臓の開発（2013年）
62　生体内を自走する診断・治療用マイクロマシンの開発（2015年）
75　バーチャルリアリティ技術による遠隔手術システムの普及（2011年）
10．センサ・コンピュータ関連
9　エレクトロニクスで利用可能なバイオ素子の開発（2015年）
10　バイオコンピュータの基本コンセプトの構築（2016年）
57　脳機能をモデルとする新論理構造のニューロコンピュータの開発（2018年）
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表2－4　ライフサイエンス分野の重要度指数上位15課題
課　　　　　　　 題
重
要
度
指
数
実　 現　 予　 測　 時　 期
2001 2006　2011 2016　2021 2026
▼　 ▼　 ▼　 ▼　 ▼　 ▼
実
現
し
な
い
わ
か
ら
な
い
49　がん の転 移 を防 ぐ有 効 な 手 段 が 実 用 化 され る。 9 1
手 ！
… l
圭 E
l
3 2
74 ヒトの代 表 的 成 人 病 で あり、多 因子 による遺 伝 形 式 を示 す
88 ユ　ン、ウr、 0 3
糖 尿 病 、高血 圧 、動 脈 硬 化 の遺 伝 子 群 が且 左 さ血 、分 子 病
因 論 的 分 類 がなされ る。
48 ある種 の がん の発 生 を予 防 す る薬 が凰 盈 さ起 る。 87
E
E
l
t
ヱ
2 5
2 発 がん 遺 伝 子 の発 現 機 構 を標 的 とした 抗 がん 剤 が盟 蓋 さ
逸 る。 87
i
i
］
I
i ‥瘢
至ま
固
i
Z 2 4
35 微 生 物 や植 物 によるバ イオ プラスチ ック生 産 が普 及上 、全
87
l
ti
i
i
！
ii
i
葺
；　 圭
ジ、、Pbさ
I
至
i
iき
！
3 6世 界 プラスチ ック生 産 量 の 10％ を 占める。
1 太 並 企 壁 がん 関 連 遺 伝 子 が 同定 され 、がん 化 との 関 連 が
86 i
i
l
ボ1
r′、且、
h　J′敵遜
i
屈 2 3盤 盟 され る。
i 至
67 アル ツハ イマ ー型 痴 呆 が 治 癒 互 塵となる。 86
i　 童
i i
i i ！
！
i　　 i　　 蓋 ［
Z
l
6 6
さ ミ
91 食 糧 増 産 のた め に、光 合 成 機 能 を飛 躍 的 に 向 上 させ る
86 i
i］
2 7技 術 が 開発 され る。
遥悪法＿宣、這：
72　 日常 生活 （食 事 、空 気 環 境 な ど）の 中 の発 がん 過 程 を促 進
8 3 至i妻
i i
重i
！　　　 蔓E　　　　l
璽
圃 i
i
】
1 3す る要 因 の 作 用 機 序 が 科 学 的 に盤盟 出 る。
52 完 全 埋 込 型 人 工 腎臓 が風 量 され る。 83
Z
l ′す雨 纏 う′ 4 4
28 細 胞 がん 化 にお けるシ グナル 伝 達 を制御 して 、がん細 胞
82 t
紮
重
視
毒
濫 手鋸
6 9を正 しい 分 化 の方 向 に誘 導 して 正 常 化 させ る治 療 法 が普及
土 星。
5
7　花 粉 症 や ア トピー などのアレル ギー を引き起こす 免 疫 制
82
］lI
ミ
篭
茫
混、貞 紮
蔓　　　 l 4 5御 機 構 や 環 境 要 因 が 明 らか にな り、即 時 型 ア レル ギ ー を完 全
にコントロー ル で きるようになる。
36 微 生 物 や 藻 類 によるアル コー ル 等 の燃 料 油 生 産 が普 及
8 1 ！
ヨ
！
5
l
ま
浮′ l 至i 7 9L 、全 世 界 燃 料 油 生 産 量 の 10％ を 占め る。
29 幹 細 胞 増 殖 に関 与 す る要 因 が完 全 に把 握 され 、試 験 管
81 I
i
監慧
mH
払ノ
l
l
l
量
1 4内 で 必 要 に応 じて幹 細 胞 を増 や し、治療 に用 いることが普 及
土 星。
54　 自 己細 胞 の増 殖 による臓 器 の再 生 技 術 が確 立し、これ が
80 i
E
i ∵∵ホ　”H
1
ヽヽ
⊥
7 6臨 床 応 用 され る。 顎詳遜荘闊酢
′、u　　Y、瀾搾狂瀾嘩摘
－29－
2－5「宇宙」分野
1．地球観測・地球環境
2　世界規模のリアルタイム地球環境監視ネットワークの普及（2008年）
5　宇宙から大気汚染の分布や移動を実時間測定する技術の開発（2007年）
6　海上風速の測定精度が1m／秒以下の人工衛星用散乱計の実用化（2009年）
7　分解能10nmの人工衛星用海色センサの実用化（2008年）
9　VLBI等衛星による地殻変動の測定精度がcm以下となる（2009年）
11衛星用多周波／多偏波合成開口レーダーによる海陸マッピングの開発（2008年）
2．宇宙科学の国際的展開
13　サブミリ波・サブサブミリ波帯で宇宙電波の観測システムの開発（2011年）
39　月面に光学あるいは電波望遠鏡の設置（2017年）
43　惑星からのサンプルリターンの実施（2010年）
44　気球による金星大気の長時間観測の実施（2011年）
45　無人火星探査機による火星表面物質の分析等の実施（2008年）
49　大型光・赤外線天文台が太陽・地球のラグランジェ点に設置（2018年）
3．宇宙輸送
20　2段式完全再使用型宇宙輸送機の開発（2011年）
21地上と宇宙ステーションの間を運航するスペースプレーンの開発（2016年）
23　月・惑星に向かうための輸送基地が中・低軌道に実現（2018年）
25　打上げロケットによる宇宙輸送費用が現在の1／10に低減（2014年）
37　低軌道から静止軌道等への大型構造物の軌道間輸送機の開発（2015年）
38　静止軌道・月への有人軌道間輸送システムの開発（2015年）
4．通信・管制
14　通信機能を有する1kg以下の人工衛星の開発（2009年）
15　国際機関によって運用される高精度な測位衛星システムの実現（2008年）
29　数十cm以上の大型スペースデブリの除去の実施（2015年）
33　マルチビームを用いた国内地域別衛星放送システムの日本での開発（2007年）
35　ギガビット級のグローバル衛星通信システムの普及（2009年）
5．宇宙環境利用の新しい展望
16　半導体や薬品の開発等を目的とした次世代宇宙環境利用施設の実現（2010年）
17　数日間にわたり10‾6Gを保つ微小重力環境研究施設の実現（2009年）
18　宇宙空間でWAKEを利用した大型超高真空実験施設の実現（2010年）
19　レーザ光を使った宇宙での電力伝送技術の実用化（2015年）
22　宇宙船による地球周辺宇宙旅行事業の実現（2022年）
36　宇宙空間太陽光発電所が建設され、電力をマイクロ波で地上に伝送（2020年）
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表2－5　宇宙分野の重要度指数上位15課題
課　　　　　　　 題
重
要
度
指
数
実　 現　 予　 測　 時　 期
2001 2006　2011 2016　2021 2026
▼　 ▼　 ▼　 ▼　 ▼　 ▼
実
現
し
な
い
わ
か
ら
な
い
25　打上げロケットによる宇宙輸送費用が現在の1／10以下に
93
i
6 6低組さ止る。
9 VLBI（超長基線電波干渉法）、衛星レーザ及び逆レー ザ測距と合
84 3 6成開口レー ダーによる地殻変動の測定精度がセンチメー トル以下と
なり、地震予知などの精度向上に役立つようになる。
2　地球全体の環境変化を、24時間リアルタイムでモニタし、それら
81
警
手 8
射 茎 0 2の情報を統合して体系的に分析し、世界中にデータ配布を行うよう
な、世界規模の地球環境監視ネットワー クが豊及±二壷。
15　国際機関によって運用される高精度な測位衛星システム
81
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i
i が
3 3が真現土星。
5　宇宙からの観測 により大気汚染の分布や移動が実時間で
80
i
i 臣、点
叛酎獅
i
i 王ま
E 1 3測定できる技術 が風量さ逸る。
35　ギガビット級 のグローバル衛星通信 システムが普及土亘。 78
茎
i
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1 3
33　マルチビームを用いた国内における地域別（例 ：関東、東 75
必 ；
i
2 3海、近畿など）の衛星放送システムが 日本で開発される。
20 2段式完全再使用型宇宙輸送機が盟盈さ血豆。 72
怨
2 4
16 宇宙ステーションが軌道上研究所として稼働 し、半導体
70
転
身運蒔ノ嘉
3 1や薬品の開発研究 と試作を目的とした次世代 の宇 宙環境利
用施設が真現主査。
21 地上と宇宙ステーションの間を航 空機のように運航するス
70
i
］
∈
妻
1 4ペースプレーンが開発される。
29　数十センチメー トル以上の使用済み衛星 ・ロケットの破片 68
l重 呈 …
蟹配ノ
EIi圭 8 10等の大型スペースデブリの除去が丘わ止る。 ノ紮て噸ユ
28 数ミリメー トル以上の比較的大きなスペースデブリ（人工衛星やロ
68 iE 聯ず、
弾ごrぉ′与
i 4 7
ケットの破片、宇宙に放出された人工物等の軌運上のゴミ）の観測が
可能になり、宇宙ステーション等の宇宙構造物への衝突を回避する
技術が盟盈さ塾亘。
36　巨大な太陽電池板をもつ宇宙空間太陽光発電所が建設
65
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lま
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1 17 11され、電力がヱ∠之旦波で地上に伝送されるようになる。
11 衛星搭載多周波／多偏波合成開 口レーダーによる地球
63
l弓
！
ま！
ヨヨ 0 5規模の海域、陸域マッピングが宴用化 される。
32　自己故障診断機能及び 自己修復機 能を有するフェール
62
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2 6オペレーショナル宇宙ロボットが盟羞される。
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2－6「海洋・地球」分野の調査結果
1．災害対策技術関連
1　人工衛星による津波予報システムの実用化（2007年）
12　日本近海の海流の変動を予知・予測する技術の実用化（2011年）
13　大規模数値モデルによる全地球的海洋変動予測技術の開発（2010年）
14　気候変動と水産資源の変動の相関についての数値モデルの開発（2013年）
41　オゾン層の形成・変動・消滅の機構の解明（2009年）
45　ボアホール式観測装置を日本全国に配置し、地震予知に利用（2011年）
56　雲物理学の応用による集中豪雨の緩和技術の開発（2020年）
58　日本の特定地点の集中豪雨による土砂崩れ等の予知・予報技術の実用化（2010年）
60　M7以上の地震発生を数日程度以前に予測する技術の開発（2023年）
62　火山体内部のマグマの状態の経時的観測技術の確立（2015年）
63　火山噴火による火砕流と熱雲の発生と規模の予測技術の確立（2015年）
2．人材育成と技術向上関連
69　広義の地球科学技術教育機関を日本に設置（2008年）
70　比較惑星学の国際研究センターを日本に設立（2011年）
73　海洋博物館が全国的規模で普及（2010年）
74　遊びながら科学的能力を育てられるサイエンスミュージアムの普及（2010年）
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表2－6　海洋・地球分野の重要度上位15課題
課　　　　　　　 題
重
要
度
指
数
実　 現　 予　 測　 時　 期
2001 2006　2011 2016　2021 2026
▼　 ▼　 ▼　 ▼　 ▼　 ▼
実
現
し
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い
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60 被 害 の発 生 が予 想 され るマグニチ ュー ドヱ以 上 の 地 震 の
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29 14発 生 の有 無 を数 日程 度 以 前 に予 測 で きる技 術 が盟羞 さ並 ii壷。
§
1 人 工 衛 星 による潮 汐 ・津 波観 測 が行 われ 、湾 岸 地 形 等 の
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ら
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2 7デ ー タも合 わ せ て津 波 予 報 システムが 実 用 化 され る。
14 気 候 変 動 と水 産 資 源 の 変 動 の 相 関 につ いて の数 値 モデ
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3 8ル が盟 羞 さ起 る。
43 長期 気 象 予報 （1～ 6ケ 月 先 ）の 物 理 学 的 手 法 が踵 立 皇迫
る。
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45　地震 計 、傾 斜 計 、ひ ず み 計 等 の多 種 の観 測 機 器 を統 合 ・
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遥
4 8集 積 化 したボ アホー ル 式 観 測 装 置 が 日本 全 回 に配 置 され 、
地 震 予 知 に利 用され るようになる。
58　 日本 に お ける特 定地 点 の集 中 豪 雨 による土 砂 崩 れ 、土
86
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6 9石 流 の 予 知 ・予 報 技 術 が 実 用 化 され る。
12　 日本 近 海 の海 流 の 変 動 を予 知 ・予 報 す る技 術 が去 且 此
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22 海 底 の 有 害 ヘ ドロの安 全 か つ経 済 的 な除 去 無 害化 技 術
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7 5が 開発 され 、漁 場 の浄 化 、回復 手 法 が普 及土 る。
17 地 球 規 模 の海 洋 汚 染 モニ タリングシステム が去 且 此 さ塾
82
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18　沖合 海 域 で海 上 投 棄 処 理 用 人 工 島 が 実 用 化 され る。（廃
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7 7乗 物 を完 全 に解 体 ・分解 処 理 し、無 害なものを投 棄 、有 用 な 蝉　 ．タ、
］
もの をリサイクル す る）
26 海 洋 の 生 態 系 に つ いて の数 値 モ デ ル が確 立 され 、海 洋
80
i
10 8開 発 による生 態 系 へ の影 響 が盤 馳 壷。
ll圭
27 東 京 湾 、大 阪 湾 等 利 用 密 度 の大 きい 海 域 を対 象 とす る湾
80 壬ii
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け」辿， リふ
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5 8全 体 の総 合 的利 用 ・保 全 技 術 が普 及 生 る。
56 雲 物 理 学 の応 用 により集 中 豪 雨 の緩 和 技術 が盟 丑 され
る。 79
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13　大規 模 数 値 モ デル による全 地 球 的 海 洋 変 動 予 測 技 術 が
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2－7「資源・エネルギー」分野
2－7－1「資源」分野
1．資源開発（有価成分の回収、探査技術の発展、省力化、無人化）
3　電解法によらないアルミニウム金属製鉄法の実用化（2015年）
6　化石燃料消費量が現在の半分以下である技術の開発（2014年）
8　深海底金属資源を経済的に採取する技術の実用化（2017年）
12　人工衛星による鉱物資源賦存量の半定量的予測技術の開発（2013年）
14　試錐をほとんど行わず鉱床の経済性が推定できる探査技術の開発（2017年）
17　廃車等から重要金属を99％以上の純度で分離する技術の実用化（2011年）
19　都市ゴミから有価物を回収する経済的な分別、分離法の実用化（2009年）
2．気候変動や自然災害に対応しうる水利用技術
21精度良い降雨予測技術と流量の水収支予測技術の普及（2010年）
22　気候変動による異常降水現象の生起についての知見に基づく水資源確保対策の普及
（2013年）
25　団地や小規模な事業所等における下水及び排水の回収循環利用の普及（2009年）
34　水不足に対処するために海水淡水化技術が日本で普及（2012年）
36　下水道等の排水処理における広範囲な汚濁物質の除去技術の普及（2011年）
38　水質改善により東京湾等閉鎖性水域での水泳が実現（2017年）
39　微量水質汚染物質に関する高精度の環境影響予測技術の開発（2013年）
2－7－2「エネルギー」分野
1．クリーンエネルギー・自然エネルギーの導入
48　変換効率20％以上の大面積薄膜太陽電池の実用化（2013年）
50　メガワット級風力発電システムの日本での実用化（2011年）
51バイオマスを原料とする高効率エネルギー生産の普及（2017年）
54　住宅電力供給用太陽電池の普及（2010年）
58　核燃料サイクルを含めたFBRシステムの実用化（2025年）
63　高レベル放射性廃棄物の固化体の処分技術の実用化（2019年）
72　高効率ガスタービンによる大型複合サイクル発電の実用化（2010年）
74　鉛電池の5倍程度の高エネルギー密度の二次電池の普及（2010年）
81ガソリン自動車なみの走行性能を有する電気自動車の普及（2013年）
88　冷暖房エネルギー消費が現在の半分以下の省エネルギー住宅の普及（2012年）
2．世界規模でのエネルギー問題解決
46　砂漠地帯で100MW級太陽光発電システムの実用化（2016年）
47　メガワット級海上太陽光発電システムの実用化（2018年）
53クリーンエネルギーを水素等に転換し輸送する国際的システムの実用化（2023年）
69　低温域の効率的ボトミングサイクル用発電技術の普及（2014年）
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表2－7　資源・エネルギー分野の重要度指数上位15課題
課　　　　　　　 題
重
要
度
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数
実　 現　 予　 測　 時　 期
2001 2006　2011 2016　2021 2026
▼　 ▼　 ▼　 ▼　 ▼　 ▼
実
現
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な
い
わ
か
ら
な
い
63　高 レベ ル 放 射 性 廃 棄 物 の 固化 体 の処 分 技術 が去 且 化 さ
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81 ガ ソリン 自動 車 なみ の 走 行 性 能 を有 す る電気 自動 車 が普
及 生る。 79
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88　現 在 の 平 均 的 な住 宅 に比 べ て 冷 暖 房 エ ネル ギ ー 消 費 が
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2 4半 分 以 下 の省 エ ネル ギ ー住 宅 が普 及 宣二五。
62 群分離も可能な高度化 再処理技術 が実 用化 される。（注）群分
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8 11離 ：高レベル放射性廃 棄物の 中から半減期等 に応 じて核種 を分離
すること。（例）TRU 元素、137cs、 90sr、白金 族元素等の分離
48 変 換 効 率之払 込土 の 大 面 積 薄 膜 太 陽 電 池 が芸 屋 北 畠迫
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72 高 効 率 ガスター ビン（入 口温 度 1，500℃ 以 上 ）による大 型 複
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36 下 水 道 等 の排 水 処 理 にお い て 、リン化 合 物 や 窒 素化 合
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】
i
I
至　、、
3 6
胃35胃
2－8「環境」分野
1．リサイクル社会実現のための設計技術の導入（LCA）
4　地球温暖化の点で問題がないフロン・ハロン代替品の実用化（2007年）
16　タンカー等の事故により、汚染された海域を修復する技術の実用化（2011年）
19　破壊された熱帯林生態系を再生する有効な回復技術の開発（2014年）
21砂漠緑化のための耐乾燥性、耐塩性植物のバイオテクノロジーによる開発（2013年）
23　地球環境保全のための環境税の導入（2006年）
27　家庭用廃水処理システムによる難分解性物質や有害物質の高効率処理の普及
（2010年）
28　細菌、微小動物を活用した水環境改善バイオリアクターシステムの開発（2011年）
30　嫌気性微生物に完全に分解される生分解性プラスチックの普及（2009年）
31ゴミの固形化燃料（RDF）を利用したゴミ発電システムの普及（2006年）
32リサイクル・リユースしやすいようなLCA的製品設計概念の定着（2007年）
34　自然環境破壊の社会的、経済的損失の評価方法を組み込んだ規制システムの普及
（2012年）
39　化学物質で汚染された土壌を現場で無害化する手法の普及（2013年）
2．環境管理手法の確立
1成層圏オゾン変動の高精度、高密度な観測システムの完成（2010年）
6　気候変動の大きさが50キロメッシュ程度の細かさで正確に予測可能（2011年）
9　世界の二酸化炭素の排出量が1990年の20％減まで低下（2022年）
11微細藻類など海洋生物を活用した二酸化炭素固定技術の実用化（2015年）
14　海洋汚染及び海洋生態系の全地球的自動・遠隔観測網の完成（2015年）
22　地球的規模のモニタリングによる環境情報の国際的一元化システムの実現（2013年）
24　窒素酸化物の排出規制が可能な技術のほとんどの車種への普及（2007年）
25　水質汚濁の進行が水域生態系に与える影響の予知・予測の実現（2010年）
26　自然浄化機能の定量化に基づく、水質環境計画策定手法の普及（2010年）
29　自動車騒音が日本の都市域の住居専用地域で環境基準値を達成（2011年）
36　難分解性物質の環境における運命等の知見より、新規化学物質の運命予知・予測方法の
確立（2015年）
38　無公害自動車（例えば電気自動車）が全世界で10％以上普及（2013年）
－36－
表2－8　環境分野の重要度指数上位15課題
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2－9「農林水産」分野
1．環境と調和した持続可能な生産活動
7　土壌中のリンを微生物等により作物に吸収させる技術の普及（2011年）
9　生物農薬が病害虫防除の主体となった防除体系の普及（2008年）
42　森林の環境保全機能の定量評価手法に基づく木質資源の収穫管理技術の普及
（2014年）
43　主要病害虫の発生予察と森林の自律機能を生かす総合防除技術の開発（2014年）
78　地球規模で農林水産資源等を常時監視するリモートセンシングシステムの実用化
（2010年）
84　閉鎖水系の環境悪化による汚染負担の完全除去システムの実用化（2018年）
2．健康で安全な食料の安定供給と生活環境の保全
20　生物素材を利用した生分解性容器包装の普及（2005年）
34　アレルギーを起こさない畜産食品製造技術の普及（2011年）
67　個人の体質に応じて疾病の予防が可能となる機能性食品の実用化（2011年）
76　食品の鮮度や微生物による汚染度を瞬時に判定する家庭用測定器の実用化（2008年）
79　人工知能等による環境保全と農林生態系の調和管理システムの実用化（2013年）
3．生物機能の活用と新しい産業利用
57　昆虫の抗菌タンパク質や抗血液凝固物質を用いた医薬品の実用化（2008年）
61海洋生物由来の接着剤や繊維などの新素材の開発（2010年）
63　家畜の脳・神経機構に基づく採食性向上技術等の飼養管理技術の普及（2015年）
64　異種臓器移植での拒絶反応抑制遺伝子を導入したトランスジェニック動物利用の普及
（2015年）
その他（各産業別に）
（1）農業－バイオテクノロジー・作物生産－
2　遺伝子操作による作物の品種改良の日本における実用化（2004年）
8　微生物の利用等による作物の連作障害回避技術の実用化（2011年）
14　高齢者の畑仕事を支援するリモコン型多目的農業ロボットの開発（2011年）
（2）畜産・草地
22　受精卵等への遺伝子導入による家畜の品種改良の実用化（2009年）
31草地生態系の生物の諸機能の活用による高度な持続的放牧飼養技術の普及（2010年）
35　家畜糞尿を成分分画し利活用する技術の普及（2010年）
73　PCR法等による各種疾病の迅速診断システムの普及（2004年）
（3）森林・林業
38　大規模荒廃地の地掃えとポット苗の植付けが可能な自走式植付機械の実用化（2011年）
39　長寿命化とリサイクル率の向上による新しい原木の必要量の半減化（2015年）
40　成形・加工が容易で高強度・多機能な木質系複合素材製造技術の実用化（2008年）
（4）水産業
51魚群行動の制御技術による漁獲誘導漁法・選択漁法の実用化（2013年）
54　生物生産のシミュレーションによる水域ごとの適正漁業生産量の算定法の開発（2014年）
55　主要漁業資源の長期（10年～20年）変動予測に基づく漁業生産システムの開発
（2016年）
－38－
表2－9　農林水産分野の重要度指数上位15課題
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2－10「生産・機械」分野
道具、情報、エネルギー、環境、生物、人間との関わり
（1）道具（素形材と機械設備）
1ミクロ技術をベースとする人工物設計論の大きな変革の実現（2011年）
5　熱変形の影響を受けない構造を持つ工作機械の開発（2009年）
6　ボルト・ナット結合方式に代わる高速組立・分解法の普及（2010年）
8　常温超電導材料の工業製品への実用化（2016年）
10　原子・分子レベルの構造を制御した高機能材料・極限材料の普及（2019年）
15　超分離精製技術の有効資源回収等広い産業分野への普及（2014年）
（2）情報（エレクトロニクス）
17　シリコンのマイクロ構造制御技術の生産・機械分野への影響の開始（2010年）
18　オングストロームやフェムト秒オーダの計測が可能な超精密プロセス技術の実用化
（2009年）
24　加工工程設計の自動化により設計データから直接加工する技術の普及（2010年）
26　国際化、ネットワーク化をベースとした機能分散型製造システムの普及（2008年）
35　インターネット等を利用したマルチメディア情報交換による在宅勤務の普及（2008年）
38　移動の不自由な人へのバーチャルリアリティ生活サービス通信システムの普及（2011年）
（3）エネルギー
42　非化石エネルギーの家庭、産業、運輸などあらゆる方面への普及（2018年）
43　固体廃棄物処理場で使うバイオリアクタシステムの実用化（2014年）
44　電力をそのまま貯蔵する技術の実用化（2016年）
45　熱電変換素子による工業用熱回収システムの普及（2016年）
46　水素を燃料とする自動車や動力機関の普及（2017年）
（4）環境
49　生態系への影響を考慮した低エントロピー化エコファクトリーの普及（2017年）
50　ほとんどの使用材料の再利用可能な設計・生産・回収システムの普及（2012年）
51二酸化炭素回収技術等による全世界的な地球環境保全対策の普及（2018年）
（5）生物
52　人工物設計論に大きな変革をもたらす生物機能ベースの新法則等の発見（2016年）
55　太陽エネルギーと生体システムにより水素を有機物から大量生産する技術の実用化
（2021年）
58　生体のエネルギー変換機構を応用した高エネルギー変換効率の機械の開発（2021年）
62　バイオミメティクスの広い産業分野での普及（2019年）
（6）人間
65　危険作業や極限作業へのロボットの普及による労働者の安全確保等の実現（2011年）
67　高齢者や身障者を総合的にサポートする生産システムの普及（2013年）
70　コンビナート等の安全装置の初期微動段階作動による地震被害軽減システムの普及
（2009年）
71遊びながら科学的能力を育てられるサイエンスミュージアムの普及（2007年）
－40－
表2－10　生産・機械分野の重要度指数上位15課題
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度化、センサの高度化によりオングストロームのオーダまでの長さ、
変位、表 面粗さの測定や 、フェムト秒 のオーダまでの計測が可能に
なり、超 精密プロセス技術 （加 工・分析 ・試験）が実用化され る。
10 原 子 ・分 子 レベル の構 造 制御 技 術 が確 立 され 、これ によ
8 1
星　一／1 フ瑞退
l　　　　 ぎr′f憾、 1 8り高 機 能 材 料 ・極 限材 料 が普 及 土 益。
19 マル チメディア（視 覚と聴 覚に関連づ けられた人間のアナログ的
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な認 知の世界と、コンピュータや 通信のディジタル処理の人 工物 の
世 界をつ なぐインターフェイス）技 術が生産 ・機械 の世界 に太皇な変
茎 をもたらす。
17 シリコン のマイクロ構 造 を制御 す る工 学技 術 （原 子 や 分 子
78
！ ∵ー胃
∵
、d i 0 3の配 列 を 自由一に制 御 ）が 生 産 ・機 械 分 野 のあらゆ るところに影
響 を与 えは じめる。 3ミh
q学
i盛温＝
55 太 陽 エネ ル ギー と生 体 システムを利 用 し、有 機 物 を分 解 78
！
ii
野登
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3 12して水 素 を大 量 生 産 す る技 術 が実 用 化 され る。
l
43　固 体 廃 棄 物 処 理 場 で使 うバ イオ リアクタシステム が去 且
77 E］
l葺
2 0化 され る。
33　消 費 と生 産 の結 び つ きが 強化 され 、店 舗 と工 場 のネ ット
73
73
2
重
i
l
至
i
l
l
E
1
0
0
0
ワーク化 が進 展 し、そ れ に よって 、メー カ ー と卸 ・小 売 業 、製
造 業 と流 通 業 の 融 合 が豊 盈土 星。
15 超 分 離 精 製 技 術 が化 学 工 業 分 野 だ けで なく、有 効 資源 l
l
i璽
！
圭i
l
雲∃
回 収 、各 種 支援 、生 産 効 率 化 な どの面 で 広 く産 業 分 野 に豊
盈土 星。
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2－11「都市・建築・土木」分野
1．安全で安心できる都市空間の構築
1局所的な気象の予報に基づく警報システム等の日本での普及（2008年）
3　地震時等のパニック防止のための災害予報、情報伝達システムの開発（2009年）
4　50km以上離れた地震の情報を地震到達前に伝達する防災システムの日本での普及
（2011年）
11ライフラインの防災性を向上するための監視・制御システムの日本での普及（2007年）
13　商用原子力発電所の解体撤去技術の日本での実用化（2009年）
14　合理的な耐震補強をする技術の日本での実用化（2004年）
62　広域総合水管理技術による日本の大都市圏での水有効利用システムの普及（2009年）
2．環境保全・自然回復技術の確立
（1）環境保全
20　C02等を都市部で吸収・固定化するアクティブ環境浄化施設の日本での普及（2016年）
21バイオテクノロジーを活用した高性能排水処理システムの日本での普及（2010年）
23　環境の汚染度測定のための土壌微生物等の生理変化のセンシング技術の開発
（2012年）
25　自然との共存を目的とした開発法の日本での普及（2011年）
（2）省エネルギー
34　太陽エネルギーとスーパーヒートポンプによる高効率冷暖房システムの日本での実用化
（2009年）
36　冷熱や廃熱を家庭の冷暖房に有効利用する技術の日本での実用化（2010年）
37　分散型住宅用エネルギー供給システムの日本での実用化（2011年）
（3）省資源・リサイクル
29　コミュニティ単位での未利用エネルギーの活用等の日本での普及（2009年）
31一般廃棄物を可燃物、金属等に自動分別する技術の日本での普及（2009年）
38　建設副産物のほとんどをリサイクルする技術の日本での実用化（2009年）
3．成熟社会への対応
39　環境に対する人間の感性等を採り入れた環境設計の日本での実用化（2013年）
44　高齢者や身障者も利用できる情報技術システムの日本の都市公共施設への普及
（2010年）
45　磁気センサー等により歩道上の視覚障害者を誘導するシステムの日本での実用化
（2009年）
46　高齢者や身障者を支援するロボットや装置のある住宅の日本での普及（2014年）
4．生産性の向上、コスト縮減と品質確保
48　発破を用いずに活断層の位置や応力状態を測定できる技術の開発（2009年）
50　構造物の性能を保証・確保するための設計法の実用化（2006年）
56　工事現場での知能ロボットの利用の日本での普及（2011年）
58　建築物等に保守機能や解体機能を組み込む構築技術の開発（2013年）
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表2－11都市・建築・土木分野の重要度指数上位15課題
課　　　　　　　 題
重
要
度
指
数
実　 現　 予　 測　 時　 期
2001 2006　2011 2016　2021 2026
▼　 ▼　 ▼　 ▼　 ▼　 ▼
実
現
し
な
い
わ
か
ら
な
い
13　商 用原 子 力 発 電 所 の廃 止 措 置 に対 応 で きる、安 全 で か
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3 2つ 合 理 的 な解 体 撤 去 技 術 が 日本 で実 用化 される。
5
l
5　地 殻 の 歪 み の 分 布 や 過 去 の地 震 履歴 の分 析 等 により、中
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2 ま
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22 4期 的 （5～ 10年 程 度 先 ）な 大 規 模 地 震 （M 8以 上 ）の 発 生 を予 測
す る技 術 が 日本 で実 用化 され る。
4 地 震 捻 知 の全 国ネ ットワー クが構 築 され 、50Km 程 度 以上
8 6 ヾ ㊦プ 8 5離 れ た地 震 に 関 して地 震 到 達 前 に情 報 が伝 達 され る防 災 シ
ステムが 日本 で 普 及 す る。 ガ
62 河 川 、ダム等 の水 の広 域 総 合 管 理 技 術 が 確 立 され 、日本
8 3 もゼ′さベ 鳶　 … 5 2
の 大 都 市 圏 に お い て水 資 源 を有 効 利 用 す るシステムが豊 盈
亘 る。 ′ノ　ミさミ、　　　ミ密 ウ単二
3　大都 市 にお ける大 規 模 な 地震 、火 災 時 のパ ニック防 止 の
8 1 4 3た め、社 会 心 理 学 、行 動 心 理 学 に基 づ く災 害 予 報 、情 報 伝
達 システムが 開 発 され る。
11 上 下水 道 、電 気 、ガス等 の ライフラインの 防 災 性 を 向上 す
8 0
i
幽
0 1るた めの遠 隔 監 視 、制 御 システムが 日本 で普 及す る。
1 出 な 気 象 の 予 報 に基 づ き、河 川 、道 路 等 に お ける災
8 0
3
1
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ノり撃ノ　…
揚ーぷ
ギあノふ視、㌢　　　　　 l
とま
まZ璽
1 4害 による人 的被 害 を大 幅 に 減 少 させ る、警 報 ・予 報 ・避 難 ・規
制 システム が 日本 で 普 及 す る。
20 C O 2、N O x、フロン等 を、主発 生 源 で ある都 市 部 にお いて
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i
i
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蔓
5 7吸 収 ・固 定化 す るアクティブ 環 境 浄 化 施 設 が 日本 で普 及 す
る。
31 都 市ゴ ミ等 一 般 廃 棄 物 を硬 度 、比 重 、湿 度 、色 彩 等 で 可
79
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l 3 3燃 物 、金 属 、ガ ラス類 等 に 自動分 別 す る技 術 が 日本 で 普 及
生 る。
29 コミュニティ単 位 で の未 利 用 エネル ギー の 活 用 や 廃 棄 物 79
…
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茎 さ 1 1その他 のリサイクル が 日本 で 普 及 す る。
38　コンクリー ト、アスファル ト、残 土 等 の建 設 副 産 物 の ほとん 78
l
l
至it
∵
…
ま
i
！
2
l
3 3どがリサ イクル 可 能 となるような技 術 が 日本 で 実 用 化 され る。
14 既 存 構 造 物 の 基 礎 構 造 の健 全 性 を調 査 し、合 理 的 な耐
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t写 1 1震 補 強 をす る技術 が 日本 で 実 用化 され る。 、賢融
ミ′　は、十
i
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i
64 情 報 通 信 、交 通 システ ムの飛 躍 的 な進 展 により、大 都 市
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16 8に集 中してい る各 種 都 市機 能 の 分 散 が 日本 で 実 現 す る。
25　開発 が生 態 系 に与 える影 響 のメカニズムの解 明 により、
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2 7自然 との 共 存 （生 態 系 の保 全 や 生 物 生 息 空 間 の創 造 等 ）を 目
的 とした 開発 法 が 日本 で普 及 す る。
6 リスクマネ ー ジメン トに必 要 な且 壷 全 壇 の 自然 災 害 のオ ン
71
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l 、頭配“′臥ぶ
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i
i
3 4ラインデ ー タベ ースが 日本 で 実 用 化 され る。
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2－12「通信」分野
1．ディジタル放送
14　移動体テレビ用の波形等化器や直交マルチキャリア方式の実用化（2006年）
28　壁掛兼用90インチ高精細度大型カラーフラットディスプレイの実用化（2005年）
30　必要なデータだけを自動的に選別する情報フィルタの実用化（2005年）
32　画像シーンを音声等に変換する視覚障害者支援技術の実用化（2013年）
35　地上波または衛星波を用いた統合ディジタル放送の普及（2009年）
44　画像・音響の高品位・超低ビットレートの符号化法の実用化（2009年）
47　困難な視点からの撮影も可能なバーチャル・スタジオ技術の実用化（2008年）
54　放送方式を柔軟に変更できるデジタル放送技術の開発（2007年）
2ネットワークの超高速化とインテリジェント化
1セキュリティが高くリアルタイム性の高い情報も送れる次世代インターネットの実用化
（2003年）
3　極超低損失の光ファイバによる長距離無中継の伝送方式の実用化（2009年）
8　数100Mbpsのスループットの超高速通信プロトコルの開発（2003年）
61救急車と病院の間での救急医療用の画像等伝送システムの普及（2006年）
62　通信網のノーダウン化を実現する技術の実用化（2008年）
66　印鑑なしで契約書等がオンラインで作成できるサービスの普及（2008年）
67　ネットワーク上での電子取引の普及（2006年）
68　情報通信倫理に関わる不法行為を監視するセキュリティ技術の普及（2009年）
3．モバイルコミュニケーション
15　移動体用超小型可変指向性平面アンテナの実用化（2005年）
18　帯域10Mbps以上のマルチメディアパーソナル移動通信の実用化（2006年）
19　世界中どこにいても希望する個人と通信できるパーソナル移動通信の実用化（2008年）
23　低軌道周回衛星通信システムの移動無線システム等への利用（2004年）
43　全世界から映像等の送受信が自由に行える腕時計型情報端末の実用化（2011年）
58　屋外の携帯情報端末等から利用できるシームレスな広帯域接続の実用化（2010年）
72　エネルギー密度500Wh／kgの高性能バッテリーの開発（2009年）
4．マルチメディア通信の進展
31手話通訳通信システムなどのメディア変換技術の実用化（2009年）
36　電子図書館から静止画像又は動画像を検索する通信システムの普及（2008年）
38　同時通訳並みの日英間自動翻訳電話の開発（2012年）
39　異なるメディアのプロトコルを統一的に扱うマルチメディアプロトコルの普及（2008年）
45　動画情報を250分の1程度の情報量に符号化できる技術の開発（2008年）
48　動画像信号を10倍の速さで再生・送信し、家庭で受信・録画する方式の普及（2009年）
55　マルチモーダル環境が一般的なヒューマンインタフェースとして普及（2009年）
ー44－
表2－12　通信分野の重要度指数上位15課題
課　　　　　　　 題
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実　 現　 予　 測　 時　 期
2001 2006　2011 2016　2021 2026
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1 セキュリティが高く、リアルタイム性の高い情報も送れる迭
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6 2暗闇を利用して人命の安全確保を図る、ビルディング統合管理シス
テムやホームセキュリティシステムが実用化される。
67 電子決済システム、電子現金システムを利用したネット
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1 1ワーク上の電子取引が豊盈生る。
8 数100M bpsのスループットを実現する超高速コンピュータ
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1 0通信プロトコルが開発される。
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0 0合した情報コンセントが家庭やオフィスで普及土る。
74 現在の半導体メモリの記憶密度（109bit／cm 2）の1，000倍
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8 14（1012bit／cm2）の記憶密度のバイオ素子が実用化される。
68 ネットワーク上におけるマルチメディアソフトの著作権、プ
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7 7ライバシー保護等の情報通信倫理に関わる不法行為を自動
的に監視するセキュリティ技術が豊盈生る。
38　同時通訳並みの日英間自動翻訳電話が盟羞される。 81
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66 機密保護と認証を実現するセキュリティ技術により、印鑑
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1 2なしで契約書などの各種文書がネットワークを介してオンライ
ンで作成できるサービスが豊盈土星。
19 分散データベースや個人ID の技術の進歩により、世界中
79
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l
泳藷
i
i ！ l
0 0どこにいても希望する個人との通信が可能なパーソナル移動
通信が実用化される。
62　広域通信網管理の自律分散制御が進み、通信網のノー 79
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毎日、彪晶評時行消
ミ
蔓
l
lJ
0 1ダウン化を実現する技術が安用化される。
18 10M bps以上の帯域をもち、マルチメディアサービスを受
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1 0信できる、パーソナル移動通信が実用化される。
35　地上波または衛星波を用いた統合ディジタル放送（標準
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テレビ、高精細度テレビ、音声、データをダイナミックに組み
合わせたサービス）が普及宣二五。 漁協瞥望
幽
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l
30 大量のデータから、必要なものだけを自動的に選別して
取り出す情報フィルタが実用化される。
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2－13「交通」分野
1．交通システムの情報化・知能化
一情報化による調和した交通システムとヒューマンファクターの排除－
1乗り心地の向上や保守コスト低減を可能とする知能化車両の開発（2006年）
5　車両、線路等の検査・工事の自動化・効率化・無人化の普及（2008年）
14　都市内交通流を最適制御する道路交通管制システムの普及（2007年）
20　高速道路等における、走行車両の誘導制御による自動運転の普及（2015年）
38　コンピュータによる船舶の設計生産一貫システムの実用化（2006年）
53　航空管制の自動化により現在の半分程度にまで省力化が達成（2009年）
2．交通機能の高度化（高速化、利便性及び高度サービスの向上）
2　電動台車付車両が異種軌道間を乗り入れできるシステムの実用化（2007年）
4　最高時速500km程度の超電導磁気浮上鉄道の実用化（2011年）
15　デュアルモードタイプ（リニア方式と車輪走行）の自動車交通システムの開発（2016年）
34100ノット以上の海上貨物輸送手段の開発（2017年）
40　船舶における20％程度の推進効率の増加の達成（2009年）
48　速度マッハ3～4、定員が300人程度の旅客機の開発（2016年）
3．環境・エネルギー・リサイクル
8　新幹線で、時速350kmで環境基準を満たす連続走行の実現（2006年）
26　急速充電で200km以上走行できる電気自動車の普及（2011年）
30　大型貨物自動車の排ガスの有害成分を1／10にする技術の実用化（2010年）
31自動車の部品や材料の90％のリサイクルが実現（2009年）
45　FRP船の安全で簡易な廃棄処理技術の実用化（2007年）
55　フローティング式の海上空港の実用化（2009年）
4．安全性・防災
7　地震の初期微動で、破壊危険箇所を避けて列車を停止させるシステムの開発（2006年）
22　太陽熱蓄積による積雪・路面凍結時の消雪融解システムの日本での普及（2010年）
24　橋梁の疲労の程度を自動的にモニタリングする技術の実用化（2009年）
42　混雑域ですべての船舶を管制下におく海上交通管制システムの完成（2011年）
52　ヘリウムにより空中に滞留する観測・通信ステーションシステムの開発（2013年）
54　航空機の離着陸・地上走行完全自動システムの実用化（2009年）
5．豊かな未来社会のための交通システム
3トラックがそのまま鉄道車両になるシステムの実用化（2009年）
57　駅等で目の不自由な人を誘導する案内システムの実用化（2006年）
58　階段、坂道等に対応できる知能化車椅子の実用化（2008年）
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表2－13　交通分野の重要度指数上位15課題
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8 レール 、車輪への新材料の利用や車 両構造 の技術 改善
69
胞 l
き
！
星
i
t！
至
！
2
重
2 3により、新幹線において、時速350Kmで環境基準を満たした
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32 透水性道 路舗 装が普 及上、地下水の滴養 、ヒー トアイラン
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2－14「保健・医療・福祉」分野
1．悪性新生物
5　がん化の機構の解明（2013年）
6　がんの転移の機構の解明（2012年）
46　悪性腫瘍の薬剤耐性克服法の普及（2013年）
48　がんの転移を防ぐ有効な手段の実用化（2013年）
49　重粒子線を用いたがん治療法の普及（2012年）
50　がんに有効な生物学的・免疫学的治療法の普及（2011年）
51悪性腫瘍に対する遺伝子治療の普及（2014年）
2．成人病（生活習慣病）予防のための生活様式の科学的指針
9　動脈硬化の発症機構の解明（2011年）
11糖尿病性の合併症の発生予防法の普及（2008年）
20　成人病予防のための生活様式（栄養、休養、運動）の科学的指針の普及（2006年）
28　粥状動脈硬化病巣の程度と広がりの非侵襲的診断方法の実用化（2008年）
42　糖尿病の遺伝子治療法の実用化（2014年）
3．科学技術の進歩、生活様式の変化と新興感染症（エマージング　インフ工クション）
13　HIVワクチンの開発（2007年）
35　ウイルス性肝疾患を治癒させる薬剤の普及（2010年）
37　血液からのウイルス除去方法の普及（2010年）
38　マラリアワクチンの普及（2009年）
4．遺伝子診断・治療
56　筋ジストロフィーに対する遺伝子治療法の普及（2016年）
73　遺伝子欠損疾患に対する遺伝子治療法の実用化（2012年）
74　遺伝子治療が内服薬でできるようになる（2020年）
5．人工臓器の進展
63　完全埋込型人工心臓の開発（2013年）
65　完全埋込型人工腎臓の実用化（2018年）
67　長期連続使用可能な人工肝臓（体外肝機能補助装置）の開発（2016年）
68　生体細胞と人工物からなるハイブリッド型人工内分泌臓器の開発（2014年）
80　伝音性難聴及び感音性難聴に有効な埋込型人工内耳の実用化（2012年）
98　臓器特性を有する人工細胞生産の実用化（2023年）
6．福祉・介護の領域
53　アルツハイマー型痴呆の有効な治療法の開発（2013年）
83　痴呆老人の要求を感知する装置の開発（2019年）
88　異常の際に在宅のままで適切な診断が受けられるシステムの実用化（2009年）
89　会話言語のポータブル自動翻訳音声装置の普及（2010年）
90　重度心身障害者の介護用ロボットの普及（2012年）
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表2－14　保健・医療・福祉分野の重要度指数上位15課題
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（参考資料1）
調査の実施体制
《調査の目的》
科学技術庁では、長期的視点に立って我が国の技術発展の方向を探るため、科学技術分野における技術
予測調査を1971年以来これまでに5回にわたり約5年間隔で実施してきており、本調査はその6回目として実
施したものである。
我が国の経済社会の発展にとって、科学技術の振興はきわめて重要な課題であり、このためには技術発展
の動向を長期的な視点から把握しておくことが必要である。
本調査は、かかる認識から、我が国における技術発展の長期的展望を把握し、今後の我が国の科学技術政
策の展開に資するとともに、民間の技術開発戦略を策定するに当たっての基礎資料を得るために、今後30年
間にわたる技術予測調査を実施したものである。
《調査の実施体制》
本調査を実施するに当たっては、技術予測委員会を科学技術庁科学技術政策研究所に設置し、調査の全
体計画、実施方針などを検討するとともに、これに沿って、財団法人未来工学研究所に、同技術予測委員会の
委員を主査とする13の分科会（注）を設置し、各分野における課題の設定、調査対象者の選出、調査結果の分
析などを行った。また、科学技術政策研究所において、全分野を対象とする分析等を行い、これらの結果をもと
に、技術予測委員会において報告書を総合的にとりまとめた。（別添参照）
《課題の設定》
各分科会の委員が、当該分野の調査対象範囲、今後の技術開発の方向の整理などを踏まえて課題の設定
を行った。この際、技術予測委員会で決定された方針（例：課題数は前回調査程度とし、前回と比較して、同一
予測課題、修正予測課題、新規予測課題は各々1／3程度を一応の目安とする。必要な場合には同一の予測
課題を複数の調査分野で調査する。）に基づき作業を行った。
《調査対象者の選定》
原則として、各分科会の委員に適当な専門家の推薦を依頼して選出した。この際、技術予測委員会で決定さ
れた方針（例：所属セクターの比率は前回調査程度（会社関係37％、大学関係36％、公設研究所関係15％、
その他12％）とする。）に基づき作業を行った。だたし、個人名の推薦というかたちではなく、特定の名簿やリスト
の提供あるいは指定を受け、その中から事務局が対象者を無作為に抽出したケースも一部ある。
《回答に当たっての留意事項及び予測課題における用語の定義》
・今後30年間、世界的な規模での戦争あるいは経済社会を覆す規模の天変地異は起こらないものとする。
・課題の実現場所については、特に断らない限り、世界の中での実現、即ち、実現が最も早いと考えられる国
または地域を想定する。
・課題の技術的な段階を次の「解明」、「開発」、「実用化」及び「普及」の4つのキーワードにより明示する事を
原則とする。
解明される
開発される
実用化される
普及する
原理、対象が科学的、論理的に明らかにされること。
技術面で一定の目標が達成されること。（例：試作第1号が完成すること。）
経済的にめどがついて実際に用いられること。
（例：実際に実用規模のものの第1号が完成すること。）
実用化されたものが広く一般に使用されること。
（注）対象とした14の分野のうち、「資源・エネルギー」及び「環境」は関連性が高いことから一つの分科会で扱った。
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（別添）
技術予測委員会及び分科会の構成
《技術予測委員会》（カッコ内は担当分野）
委員長　　牧野　　昇　　株式会社三菱総合研究所相談役
委　員　　弘岡　正明　　流通科学大学情報学部教授（材料・プロセス）
委　員　　伊賀　健一　　東京工業大学精密工学研究所長（ェレクトロニクス）
委　員　　相磯　秀夫　　慶鷹義塾大学大学院政策・メディア研究科委員長（情報）
委　員　　軽部　征夫　　東京大学先端科学技術研究センター教授（ライフサイエンス）
委　員　　小林　繁夫　　東京大学名誉教授（宇宙）
委　員　　濱田　隆士　　放送大学教授（海洋・地球）
委　員　　吉田　邦夫　　東京大学工学部教授（資源・エネルギー、環境）
委　員　　西尾　敏彦　　社団法人農林水産技術情報協会理事長（農林水産）
委　員　　川口　忠雄　　成蹟大学工学部教授（生産・機械）
委　員　　月尾　嘉男　　東京大学工学部教授（都市・建築・土木）
委　員　　羽鳥　光俊　　東京大学工学部教授（通信）
委　員　　森地　　茂　　東京大学大学院工学研究科教授（交通）
委　員　　平井　俊策　　東京都立神経病院長（保健・医療・福祉）
《分科会》
＜材料・プロセス分科会＞
主　査　　弘岡　正明
副主査　　冨浦　　梓
委　員　　石田　洋一
委　員　　雀部　博之
委　員　　佐藤　純一
委　員　　炭田　精造
委　員　　徳本　洋志
委　員　　御園生　誠
委　員　　宮田　清蔵
＜エレクトロニクス分科会＞
主　査　　伊賀　健一
副主査　　森　　健一
委　員　　相澤　益男
委　員　　阿部　浩之
委　員　　石川　　76
委　員　　梶村　白告二
委　員　　酒井　微志
委　員　　坪内　和夫
委　員　　保立　和夫
委　員　　和田　恭雄
流通科学大学情報学部経済情報学科教授
新日本製織（株）常任顧問
九州工業大学工学部物質工学科教授
理化学研究所生体高分子物理研究室主任研究員、国際フロンティア研究システ
ムチームリーダー
東京大学工学部金属工学科教授
（財）バイオインダストリー協会安全・環境部長
工業技術院産業技術融合領域研究所アトムテクノロジー研究体グループリーダー
東京大学大学院工学系研究科応用化学専攻教授
東京農工大学大学院生物システム応用科学研究科長
東京工業大学精密工学研究所長
（株）東芝常務取締役
東京工業大学生命理工学部生物工学科教授
日本電気（株）マイクロエレクトロニクス研究所長
（株）富士通研究所常務取締役基盤技術研究所長
工業技術院電子技術総合研究所次長
NTTエレクトロニクステクノロジー（株）LSI事業本部統括副本部長
東北大学電気通信研究所教授
東京大学先端科学技術研究センター教授
（株）日立製作所基礎研究所主任研究員
＜情報分科会＞
主　査　　相磯　秀夫　　慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科委員長
副主査　　村岡　洋一　　早稲田大学情報科学研究教育センター所長
委　員　　相田　　仁　　東京大学工学部電子情報工学科助教授
委　員　　有澤　　誠　　慶應義塾大学環境情報学部教授
委　員　　小花　貞夫　　国際電信電話（株）研究所ネットワーク管理グループグループリーダー
委　員　　清木　　康　　慶鷹義塾大学環線情報学部助教授
委　員　　後藤　　敏　　日本電気（株）C＆C研究所長、情報メディア研究所長
委　員　林　　弘　（株）富士通研究所取締役マルチメディアシステム研究所所長
委　員　　水澤　純一　　日本電信電話（株）通信網総合研究所水揮特別研究室長
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委　員　　南　　正名
＜ライフサイエンス分科会＞
主　査　　軽部　征夫
副主査　　桜井　正樹
委　員　　鎌田　　博
委　員　　日下部守昭
委　員　　久保いづみ
委　員　　熊谷　　泉
委　員　　高津　聖志
委　員　　永井　和夫
委　員　　長棟　輝行
委　員　　林崎　良英
委　員　　満淵　邦彦
＜宇宙分科会＞
主　査　　小林
副主査　　山中
委　員　　飯田
委　員　　井上
委　員　　片木
委　員　　坂田
委　員　　澤岡
（株）東芝コンセプトエンジニアリング開発部長
東京大学先端科学技術研究センター教授
東京大学医学部付属病院神経内科講師
筑波大学生物科学系教授、遺伝子実験センター長
理化学研究所ライフサイエンス筑波研究センター実験動物室長
創価大学工学部生物工学科教授
東北大学大学院工学研究科生物工学専攻教授
東京大学医科学研究所教授、免疫学研究部長
東京工業大学生命理工学部生物工学科教授
東京大学大学院工学系研究科化学生命工学専攻教授
理化学研究所ライフサイエンス筑波研究センターゲノム科学研究室長、主任研究員
東京大学国際産学共同研究センター教授
繁夫　　東京大学名誉教授
龍夫　　横浜国立大学工学部航空宇宙研究室教授
尚志　　郵政省通信総合研究所企画部長
一　　文部省宇宙科学研究所宇宙圏研究系教授
嗣彦　　宇宙開発事業団計画管理部次長
俊文　　地球科学技術推進機構機構長
昭　　東京工業大学応用セラミックス研究所長
＜海洋・地球分科会＞
主　査　　濱田　隆士　　放送大学教授
副主査　　寺崎　　誠　　東京大学海洋研究所教授
委　員　　床次　正安　　埼玉工業大学工学部電子工学科客員教授
委　員　　前田　久明　　東京大学生産技術研究所教授
委　員　　丸山　健人　　東京学芸大学教育学部地学教室教授
＜資源・エネルギー・環境分科会＞
主　査　　吉田　邦夫
副主査　　柏木　孝夫
委　員　　石谷　　久
委　員　　小川　鶴蔵
委　員　　川端　輝満
委　員　　国包　章一
委　員　　桑野　幸徳
委　員　　清水　　浩
委　員　　東稔　達三
委　員　　鍋島　淑郎
委　員　　藤元　　薫
委　員　　山口　　努
＜農林水産分科会＞
主　査　　西尾　敏彦
副主査　　石毛　光雄
委　員　　板橋　久雄
委　員　　犬伏　和之
委　員　　井上　　元
委　員　　峠田　　宏
委　員　　高木　清継
東京大学工学部化学システム工学科教授
東京農工大学工学部機械システム工学科教授
東京大学大学院工学系研究科地球システム工学専攻教授
建設省河川局河川計画課河川情報対策官
日鉱金属（株）取締役、環境リサイクル部事業部長
厚生省国立公衆衛生院水道工学部水道計画室長
三洋電機（株）常務取締役研究開発本部長
環境庁国立環境研究所地域環境研究チーム総合研究官
日本原子力研究所東海研究所中性子科学推進特別チーム次長
玉川大学工学部経営工学科教授
東京大学大学院工学系研究科応用化学専攻教授
（財）地球環境産業技術研究機構専務理事
（社）農林水産技術情報協会理事長
農林水産省農林水産技術会議事務局首席研究調査官
東京農工大学農学部生物生産学科教授
千葉大学園芸学部土壌学研究室教授
農林水産省蚕糸・昆虫農業技術研究所遺伝育種部長
林野庁森林総合研究所森林環境部植物生態科長
農林水産省農業研究センター研究情報部長
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委　員　　竹内　昌昭
委　員　　田島　　眞
東北大学農学部生物生産科学科長
実践女子大学生活科学部食生活科学科教授
＜生産・機械分科会＞
主　査　　川口　忠雄　　成挨大学工学部計測数理工学科教授
副主査　　森　　和男　　工業技術院機械技術研究所生産機械研究室長
委　員　　今田　　彰　　沖電気（株）通信ネットワーク事業本部企画室長
委　員　　小倉　哲志　　三菱化学（株）理事、開発本部技師長
委　員　　小野　京右　　東京工業大学工学部機械科学科教授
委　員　　川田　忠通　　アプライドコマツテクノロジー（株）コーポレートマーケテイング本部ディレクター
委　員　　田浦　俊春　　東京大学人工物工学研究センター助教授
委　員　　西岡由紀子　　日本ユニソフト（株）システムインテグレーション部長
委　員　原川　哲美　　新日本製織（株）技術開発本部設備技術センターシステム制御技術部部長代理
委　員　　古川　久夫　（財）流通システム開発センターシステム開発部次長
委　員　　細田純一郎　　関西電力（株）支配人、研究開発室長
委　員　　三島　　豊　　三菱自動車工業（株）Fellow生産技術本部長
＜都市・建築・土木分科会＞
主　査　　月尾　嘉男
副主査　　山崎　文雄
委　員　　小林　昌一
委　員　　鈴木膝一郎
委　員　　西村　幸夫
委′員　　野尻　陽一
＜通信分科会＞
主　査　　羽鳥　光俊
副主査　　中川　正雄
委　員　　雨宮　　明
委　員　　上田　　繁
委　員　　久保田啓一
委　員　　ノ」、松　尚久
委　員　　山田　豊通
＜交通分科会＞
主　査　　森地　　茂
副主査　　大和　裕幸
委　員　　江河　直人
委　員　　河内　啓二
委　員　　中岡　智信
委　員　　奈良坂　伸
＜保健・医療・福祉分科会＞
主　査　　平井　俊策
副主査　　大内　尉義
委　員　　井口　昭久
委　員　　稲松　孝思
委　員　　江藤　文夫
委　員　　金川　克子
委　員　　清水　弘之
委　員　　下条　文武
委　員　　溝口　秀昭
委　員　　森川　昭広
東京大学工学部産業機械工学科教授
東京大学生産技術研究所助教授
（株）竹中工務店技術研究所取締役所長
建設省大臣官房技術調査室長
東京大学工学部都市工学科教授
鹿島建設（株）代表取締役副社長
東京大学工学部電子情報工学科教授
慶鷹義塾大学理工学部電気工学科教授
郵政省通信政策局技術政策課課長補佐
シャープ（株）技術本部マルチメディア開発本部通信技術研究所第3研究部長
日本放送協会放送技術局計画部副部長
早稲田大学理工学部電子通信学科教授
日本電信電話（株）研究開発推進部情報サービス部門長
東京大学大学院工学系研究科社会基盤工学専攻教授
東京大学大学院工学系研究科船舶海洋工学専攻助教授
（財）鉄道総合技術研究所鉄道技術推進センター主幹
東京大学先端科学技術研究センター教授
（財）交通事故総合分析センター常務理事
（財）国際交通安全学会研究調査部課長
東京都立神経病院長
東京大学医学部老年病学教室教授
名古屋大学医学部老年科教授
東京都立老人医療センター感染病科医長
濁協医科大学医学部リハビリテーション科教授
東京大学医学部健康科学・看護学科教授
岐阜大学医学部公衆衛生学教室教授
福井医科大学医学部臨床検査医学教室教授
東京女子医科大学医学部血液内科教授
群馬大学医学部小児科教授
－53－
委　員　　吉川　敏一　　京都府立医科大学第一内科助教授
なお、材料・プロセス分野の石田洋一先生、都市・建築・土木分野の野尻陽一先生におかれましては、任期
半ばにして御逝去されました、謹んでご冥福をお祈り申し上げます。
（事務局）
＜科学技術庁科学技術政策研究所＞
第2調査研究グループ技術予測調査研究チーム
総括上席研究官
上席研究官
／／
元上席研究官
特別研究員
元特別研究員
事務補助員
／／
元事務補助員
桑原　輝隆
鈴木　宏二
田口　正路
西本　昭男
古関　知明
佐藤　寿守
楠瀬　文子
成毛　理恵
辻　亜紀子
＜（財）未来工学研究所＞
第一研究部プロジェクトチーム
研究部長
元研究部長
主任研究員
ル
ル
／／
研究員
ル
ル
J／
内藤　哲雄
高木喜一郎
菊田　　隆　（担当責任者）
佐脇　政孝
横田　慎二
大谷　勇作
安田　英土
笠井　　祥
佐藤ちひろ
和田　佳子
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（参考資料2）
アンケート調査の回収状況および回答者の内訳（人数）
分 野 課
回収 状 況 属 性 （第 2 回アンケー ト調 査）　　　　　　　　　　　　　　　　　 単位 ：人
R l R 2 性 別 年 代 職 業 職 種
発 回 回 発 回 回 男 女 4旺 2 3 4 5 6 7 4旺 ∠ゝコ言 大 公 団 そ 4旺 研 そ 怨
題 送 収 収 送 収 収 性 性 回 0 0 0 0 0 0回 社 学 務 体 の 回 究 れ 回
数 率 率 答 代 代 代 代 代 代
以
上
答 員 関
係
員 職
員
他 答 開
発
以
外
答
0 1．材 料 ・プ ロセ ス 109 441 366 83％364 300 82％ 299 1 0 1 14 7156 53 5 0 99 158 27 10 6 0
0
1
0
0
2
264 36 0
0 2 ．エレクトロニクス 74 407 35 1 86％350 312 89％ 309 3 0 0 20 141124 23 4 0 175 99 26 9 3284 28 0
0 3 ．情 報 79 295 242 82％24 1 194 80％ 1886 0 0 29 92 60 12 0 1 118 59 7 8 1167 26 1
0 4 ．ライフサイエンス 94 380 337 89％334 274 82％ 268 60 0 21 99 110 40 4 0 38 185 3315 3 259 15 0
0 5 ．宇 宙 51 384 342 89％339 305 90％ 300 50 4 29 122 124 25 1 0 9571 65 72 2 259 46 0
0 6 ．海 洋 ・地 球 74 335 294 88％292 248 85％ 2426 0 1 21 93 89 37 5 2 36 13152 24 3 210 36 2
0 7 ．資 源 ・エネ／げ － 88 495433 87％ 432 363 84％358 5 0 0 22 106 177 51 6 1 138 115 39 58 12 1 275 88 1
0 8 ．環 境 39 4 1135 1 85％ 348 294 84％283 11 0 11 35 108 90 42 7 1 82 107 60 32 121 239 53 2
0 9．農 林 水 産 84 384355 92％ 355 31188％ 300 11 0 1 13 90 131 70 6 0 49 111 120 26 5 0 280 30 1
10．生 産 ・機 械 71 224188 84％ 186 15483％ 152 2 0 0 13 59 58 22 2 0 81 65 3 4 1 0
0
1
113 40 1
11．都 市 ・建 築 ・土 木 73 287252 88％ 25 1 21987％ 213 6 0 0 16 85 94 23 1 0 110 52 27 28 2152 67 0
12．通 信 78 325279 86％ 278 242 87％237 5 0 2 27 102 94 16 1 0 174 467 13 1 186 56 0
13．交 通 60 276 255 92％253 238 94％ 238 00 1 17 8 1106 33 0 0 99 57 35 44 3 0 154 84 0
14．保 健 ・医療 ・福 祉 98 224 1758％ 173 132 76％ 128 4 00 4 48 44 35 1 0 9 85 3 1 4 3 0 87 45 0
第 6 回調 査　 合 計 1072 4868 422087％ 4196 3586 85％ 351571 0 21 281 1297 1457 482 435 1303 134 1 532 347 57 6 2929 650 8
第 5 回調 査 1149 3334 2781 83％ 27812385 86％ 2312 27 46 8 111 724 1054 410 32 46 879 864 349 203 42 48 1834 49853
（参考資料3）
イラストで見る技御苛予測
1．家庭生活
ネルギー消費半分以下の
工ネ住宅の普及（2012年）
メガネなしで見ら
れる立体テレビの
普及（2010年）
通わずに卒業資格取
得が可能な電子小中
学校の開校（2∞8年）
ネットワークを介した
バーチャル・ショッピン
グの普及（2005年）
相 手 が 世 界 の ど こに い る か ヽ
らな くて も通 信 可 能 な パ ー ソナ ル
移 動 通 信 の 実 用 化 （2008 年 ）
自動分別可能な家庭用
ゴミ箱の普及（2012年）
使用者の習慣を学習
して家事を行うロボッ
トの開発（2014年）
個人認証のためのバイ
オメトリック・センサー
の実用化（2006年）
生物素材による
生分解性容器
包装の普及
（2005年）
エネルギー自立型建
築物の普及（2013年）
2．医療・福祉
－57－
3．職場・生産
製品 が誕 生 し廃 棄されるまでの
生態 系へ の影 響を考慮 したエコ
ファクトリー の 普 及 （20 け 年 ）
ECOmRY
映像・音声等が世界中で送受信可能な腕
時計サイズの情報端末の実用化（2011年）
＞EG∈TABLE
鎗
FACTORY
作物の生長の調節、収穫、包装を自
動化した野菜工場の普及（2007年）
ポケッタブルな音
声自動通訳機の
実用化（2012年）
エージェント機能、音声認識機能等をも
つ電子秘書端末の実用化（2007年）
不特定話者の連続単語
発音に対応する音声ワ
ープロの普及（2011年）
ロール型ディスプレイ
の開発（2014年）
（竺竺竺）
一58－
オフィスの大部分で
のペーパーレス処理
の普及（2007年）
ヽヽ　　　ヽ　　一Jヽへ
日本語・外国語間の資料自動
脚訳装置の普及（2009年）
高度キャリア開発計画用リ
フレッシュ教育訓練システ
ムの普及（2007年）
4．防災・安全
ー59－
5．地球環境・エネルギー
効率50％以上の積層太陽
電池の実用化（2016年）
㍗響∵：一寸な甲
メガワット級風力発電
の実用化（2011年）
ノ1㌢　“ダ、、°　く
辞卓　も亀バ
・1　　　、、、t、
讃、・写し
砂 漠 緑 化 の た め の 耐 乾 燥 性 、
酷 ．亨
匡′
払 ノ
′・ヰ
耐 塩 性 植 物 の バ イ オ テ ク ノ ロ
ン　 メ 、UV 、 ジ ー に よ る 開 発 （2 0 1 3 年 ）
㌻ ∴ 霊 肯 畢 糟 野
山 、 、タ、く、少 、、 、、プ　 ′ r　 HH 正 絹 言 癖 二
車 甲 、．㌦ ・L ㍉L 差
′　 ′〝
、申　 ′
．・．一　　　　　　　　　 ノ　′▼、｛ 敵
、メヴ
、「∴∴㍉主上孝′．訂帝ヽヽ＋一・べh・、
詩語二二圭五穀
環境放出型組み換え微生物に
よる環境修復の普及（2016年）
′写1鼠プ彗ヂm∵’W
′、：、冤グ　、1′ピ二∴ベおド、卓
、・、こ
′　㌔．’こ、・音．ト、、、、．r
、こ、さ
??
ゴミ固形化燃料（RDF）によるゴミ
発電システムの普及（2006年）
プラスチックリサイクル
技術の確立（2∞7年）
廃車等から重要金属を
99％以上の純度で分離す
る技術の実用化（20日年）
二酸化炭素固定生物とし
てのサンゴ礁形成メカニ
ズムの解明（2011年）
※（注1）LCA（LifeCycIeAssessment）：製品の生産から廃棄にわたる環境への影響を評価する手法
－60－
6．地球から宇宙へ
ー61－
7．ミクロのフロンティア
ー62－
第6回技術予測調査
一我が国における技術発展の方向性に関する調査－
（概要）
本 レ ポ ー トに 関 す る お 問 い 合 わ せ 先
科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所
技 術 予 測 調 査 研 究 チ ー ム
〒 100　 東 京 都 千 代 田 区 永 田 町 1－1卜 39
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